
予算額 担当課

【新規】 硬質塩化ビニル管等の更新・改良【上水】 1,918,235 公営企業局

【新規】 松山市プレミアム付商品券事業 860,000 地域経済課

【新規】 公立保育所整備事業 420,500 保育・幼稚園課

【新規】 市之井手浄水場更新に伴う用地買収【上水】 408,059 公営企業局

【新規】 総合防災情報システム構築事業 143,440 危機管理課

（債務負担行為）

【新規】 果樹流通施設整備事業 139,664 農林水産課

【新規】 市制施行１３０周年記念事業 17,574 企画戦略課

【拡充】 A類定期予防接種事業 1,041,236 保健予防課

（債務負担行為）

【拡充】 介護保険特別会計低所得者保険料軽減繰出金 491,876 介護保険課

【拡充】 道後温泉本館保存修理事業 【道後】 396,373 道後温泉事務所

（債務負担行為）

明治22年（1889年）12月15日に市制が施行され、130周年の節目を迎えたことから、「温故知
新」をコンセプトに記念事業を実施するとともに、市政の推進に御尽力いただいた方々の功績
を称える記念式典を開催し、新たなまちづくりにつなげる。

平成31年度 主要事業のうち、公約事業を除く新規・拡充事業

事　　業　　概　　要

低所得者の介護保険料を軽減するため、一般会計から繰出しを行う。
平成31年度からは、消費税率の引き上げに伴う社会保障・税一体改革による社会保障の充実
策として、低所得の高齢者の介護保険料をさらに軽減する。

総合防災情報システム構築
業務委託

Ｈ31～32年度 21,600

事項 期間 限度額

選果・荷造りの効率化・高度化による産地力強化と農家所得の向上を目的とし、えひめ中央農
協が堀江選果場で、高品質のブランド柑橘に対応するためのシステム更新や腐敗検出セン
サーの導入等を行う取組に対し、補助を行う。

予防接種法に規定されたA類疾病（麻しん風しん等）の発生及びまん延を予防するため、定期
予防接種を実施し、市民の健康の保持及び増進を図る。
平成31年度からは、39歳から46歳までの成人男性に対して、風しんの予防接種を実施する。

事項 期間 限度額

予防接種ワクチン
供給業務委託

Ｈ30～31年度 548,000

老朽化が進む配水支管の更新について事業量の平準化と優先順位づけを行い、東日本大震
災で被害が大きかった硬質塩化ビニル管を耐震管に布設替えする。

児童の安全確保のため、耐震化の必要な伊台・浮穴・平井保育園の建て替えを実施する。
平成31年度は、平井・浮穴保育園の設計委託及び造成工事、並びに、伊台保育園の仮設園
舎整備及び園舎新築工事を行う。

近年、多発化・激甚化している自然災害に対し、迅速かつ正確な情報提供や災害対応が必要
であることから、効率的に情報収集・情報共有・情報発信を行うことができるシステムを再構築
し、市民の安心・安全を確保する。

浄水場を稼働させながら現在地での更新を進めて行く方針のもと、限られた敷地内で施設の
機能別に建設と解体を行うことから、近隣に配水池の移設用地約4,700㎡を確保する。

平成31年10月の消費税率引き上げが低所得者・子育て世帯の消費に与える影響を緩和する
とともに、地域の消費を喚起・下支えすることを目的として、低所得者・子育て世代へのプレミ
アム付商品券の発行・販売等を行う。

重要文化財 道後温泉本館の文化財的価値を維持し、次代に受け継ぐため、地域経済への影
響を考慮した工事方法で保存修理工事を円滑に実施する。

事項 期間 限度額

道後温泉本館保存修理工事 Ｈ30～36年度 2,394,200



予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 消防水利整備事業 117,311 消・警防課

【拡充】 （公財）松山国際交流協会運営補助事業 79,609

【拡充】 債権管理適正化事業 42,752 納税課

【拡充】 Ｇ２０愛媛・松山労働雇用大臣会合開催支援事業 41,410 地域経済課

【拡充】 災害用物資資機材整備事業 29,090 危機管理課

【拡充】 開発行為等許可事務事業 19,048 建築指導課

【拡充】 国際交流推進事業 10,286

【拡充】 保育園庭芝生化事業 6,176 保育・幼稚園課

【拡充】 平和事業 4,959

観光・
国際交流課

災害時の消防隊の活動能力維持や地域住民の生活用水確保を目的として、耐震性を有する
貯水槽の整備を行う。
平成31年度は、堀江、荏原・坂本、湯山・日浦地区に消火専用型耐震性貯水槽を設置する。

観光・
国際交流課

姉妹・友好都市を中心に国際交流を推進するとともに、国際性豊かな人材育成や国際交流の
機会を創出することで、松山市の国際化を図る。
平成31年度は、フライブルク市との姉妹都市提携30周年を記念して松山市代表団がフライブ
ルク市を訪問する。

市民参画
　まちづくり課

市民の平和意識の高揚を図るため、平和資料展や平和の語り部派遣などを実施する。
平成31年度は、松山市指定文化財の指定を受けた南吉田町の掩体壕を保存活用するため、
実施設計を行う。

大規模災害発生時に、避難者に対して、食料や物資等を速やかに供給するため、市内の備蓄
倉庫等に、アルファ米や長期保存水、毛布等を分散配置する。また、発電機、リヤカー等の避
難所用資機材を、地域の主要な避難所となる高校等へ計画的に配備する.
平成31年度からは、市が備蓄する食料・飲料水を増加させるとともに、さらに分散備蓄を推進
するため、市立小中学校に新たに備蓄場所を確保して配置する。

保育所の園庭を芝生化することにより、保護者・子ども・地域で協働する中で、園庭に芝生を
植え育て、子どもの豊かな感性の醸成を図る。
平成31年度は、新たに余土保育園で芝生化を実施する。

都市計画法に基づく開発行為等の許可事務等を行うとともに、法令違反の是正指導等を行
い、良好な宅地を確保し、適正な土地利用を図る。
平成31年度は、南海トラフ地震等の大規模地震時に滑動崩落の恐れのある大規模盛土造成
地の位置や規模等を調査するとともにマップを公表する。

中学生の海外派遣や在住外国人の支援等、市民の国際交流の機会を創出し、地域の国際
化、多文化共生の推進に取り組む松山国際交流協会に対して運営費の補助を行う。
平成31年度は、平澤市との友好都市提携15周年を記念して、平澤市代表団の受入等を行う。

9月に本市で開催されるＧ２０愛媛・松山労働雇用大臣会合に向け、愛媛県と連携し、会合に
向けた機運を醸成するため、サイドイベントの実施や歓迎レセプション等の経費を負担する。

国民健康保険料などの一部の滞納事案について、納税課による一体徴収により効果・効率的
な債権回収を推進するほか、徴収担当者を対象とした研修会を実施するなど、未収債権のよ
り確実な回収に取り組む。
平成31年度は、一体徴収をさらに推進するため、滞納整理に特化したシステムを構築する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課

（文教消防関係）

市立幼稚園預かり保育事業 14,652 保育・幼稚園課

（市民福祉関係）

笑顔ｄｅ婚活　まつやま巡り愛プロジェクト事業 9,254 保健福祉政策課

特定健康診査事業 【国保】（再掲） 307,039 国保・年金課

【拡充】 特定保健指導事業 【国保】（再掲） 23,318 国保・年金課

【拡充】 介護保険特別会計低所得者保険料軽減繰出金 491,876 介護保険課

介護予防普及啓発事業 【介護】 26,956 介護保険課

ふれあい・いきいきサロン事業 【介護】（再掲） 76,757 介護保険課

介護予防・生活支援サービス事業 【介護】（再掲） 2,025,200 介護保険課

【拡充】 地域包括支援センター運営事業 【介護】（再掲） 677,792 介護保険課

（債務負担行為）

認知症高齢者支援事業 【介護】（再掲） 2,332 介護保険課

認知症サポーターの養成やケアパスを作成・普及することにより、認知症の予防及び正しい知
識の普及と支援を図るほか、徘徊するおそれのある認知症高齢者に電波発信機を貸与するこ
とにより、早期発見や事故防止を図る。

要支援認定者等に対して、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減及び地
域における自立した日常生活を支援するため、介護予防型の訪問・通所サービスや身体介護
を伴わない基準を緩和した生活支援型の訪問・通所サービスを実施する。

事項 期間 限度額

地域包括支援センター
運営業務委託

平成31年度 主要事業

事　　業　　概　　要

未婚化・晩婚化に対応するため、結婚を希望しているにも関わらず異性に出会う機会が少な
い独身男女に対して、よきパートナーと巡り合う機会を提供する。

40歳から74歳までの被保険者を対象に、生活習慣病に関する健康診査を無料で実施する。

生活習慣病の予防を目的に、特定健康診査の結果に応じた保健指導を実施する。
平成31年度からは、特定保健指導の民間事業者への委託により、実施率の向上を図る。

要支援・要介護認定を受けていない高齢者に対して、「運動器の機能向上」・「栄養改善」・「口
腔機能の向上」に資するサービスを提供し、介護予防の知識の普及啓発を図る。

介護予防を推進する活動に取り組む住民主体のグループを支援することにより、高齢者の心
身機能の維持向上及び介護予防活動の推進を図る。

Ｈ30～33年度 1,971,000

地域に密着した高齢者の総合相談や支援、地域のケアマネジャー等の支援を行う。
平成31年度からは、地域包括支援センターの設置数と専門職員数を増やし、相談支援体制の
充実と強化を図る。

保護者の急用や就労等による長時間保育のニーズに対応し、子育て支援の環境を整備する
ため、教育時間終了後や長期休業中に預かり保育を実施する。また、10月から実施予定の
「幼児教育・保育の無償化」にも適切に対応する。

低所得者の介護保険料を軽減するため、一般会計から繰出しを行う。
平成31年度からは、消費税率の引き上げに伴う社会保障・税一体改革による社会保障の充実
策として、低所得の高齢者の介護保険料をさらに軽減する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

高齢者住宅等安心確保事業 【介護】 6,923 介護保険課

権利擁護推進事業 【介護】（再掲） 26,493 介護保険課

介護給付適正化事業 【介護】 16,531 介護保険課

在宅医療・介護連携推進事業 【介護】（再掲） 5,488 介護保険課

生活支援体制整備事業 【介護】 (再掲） 29,804 介護保険課

認知症総合支援事業 【介護】 （再掲） 7,660 介護保険課

生きがいデイサービス事業 92,011 高齢福祉課

配食サービス事業 （再掲） 18,698 高齢福祉課

緊急通報体制整備事業 （再掲） 20,620 高齢福祉課

敬老マッサージ補助事業 15,132 高齢福祉課

高齢者半額入浴事業 34,047 高齢福祉課

地域福祉サービス事業 （再掲） 6,145 高齢福祉課

長寿祝金支給事業 93,982 高齢福祉課

高齢者優良賃貸住宅等に入居する者に対して、生活援助員を派遣し、生活相談や緊急時の
対応等の業務を行う。

地区社会福祉協議会を実施機関とし、助け合い、支え合いの心を基調とした預託点数制によ
る住民参加型在宅福祉サービスの提供をはじめ、福祉教育等を実施して地域福祉の向上を
図る。

在宅で医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を続けることができるよう、本市が中心となって、医療と介護の関係団体等と、相談支援や情
報共有などの連携体制の構築を推進する。

単身や夫婦のみの高齢者世帯等が増加する中、地域の支え合い体制づくりを推進するため、
生活支援コーディネーターを配置し、地区社会福祉協議会を中心に、関係者が地域の課題や
取り組みを話し合う機会をつくり、住民主体の地域づくりを支援する。

地域包括支援センターに「認知症初期集中支援チーム」や「認知症地域支援推進員」を配置
し、認知症の人やその家族を支援する体制を構築する。

通所等による方法で、入浴・食事・創作活動等のサービスを提供する。

65歳以上のひとり暮らしや高齢者のみの世帯等に通所介護施設等から配食サービスを行う。

高齢者の入浴料助成制度を市内広域で利用できる公平な制度となるよう一部見直し、さらに
椿の湯及び一般公衆浴場の入浴料半額事業を利用しやすい制度として継続することで、高齢
者の健康保持と憩いの場を作り、高齢者福祉の増進を図る。

長寿の節目（88歳・100歳）を迎えられた方に対して、長寿祝金を支給する。

高齢者の健康と福祉の向上を図るため、70歳以上の高齢者に対し、あんま・マッサージに要す
る施術料の一部を補助する。

緊急通報装置を貸与し、緊急時に受信センター等が迅速かつ適切な措置がとれる体制を整備
する。

親族の支援等が期待できない認知症高齢者等の人権を擁護し、必要な介護サービス等を提
供するため、家庭裁判所に対して市長が成年後見制度の審判を申し立てる。
また、認知症高齢者が地域で安心して住み続けられるよう、「松山市権利擁護センター」で高
齢者や家族に対し権利擁護に関する相談や支援を実施する。

利用者への適切なサービスの提供を目的として、ケアプランのチェック等を実施し、介護給付
に要する費用の適正化を図る。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

愛の一声訪問事業 （再掲） 11,538 高齢福祉課

高齢クラブ運営助成事業 13,500 高齢福祉課

独居高齢者みまもり員設置事業 （再掲） 6,672 高齢福祉課

軽費老人ホーム事務費補助事業 157,163 高齢福祉課

松山市社会福祉協議会運営事業 （再掲） 211,503 高齢福祉課

松山市社会福祉事業団運営事業 94,311 高齢福祉課

いきがい交流センターしみず管理運営事業 12,094 高齢福祉課

高齢者離島生活基盤支援事業 5,250 高齢福祉課

高齢者いきいきチャレンジ事業 （再掲） 6,311 高齢福祉課

施設措置入所事業 341,211 高齢福祉課

後期健康診査事業【後期】（再掲） 140,131 高齢福祉課

心身障がい者共同作業所運営補助事業 21,300 障がい福祉課

日中一時支援事業 30,952 障がい福祉課

独居高齢者が安心して暮らすことができるよう独居高齢者みまもり員を設置し、訪問活動等に
より独居高齢者の状況を把握し、安否確認等を行うことにより、不測の事故を防止するなど、
高齢者の福祉の増進を図る。

社会福祉法人が設立するケアハウスの利用料のうち、事務費の一部を施設が減免した場合
に、その減免した額を補助する。

希望する77歳以上のひとり暮らしの高齢者に原則週2回、乳酸菌飲料を訪問配布し安否確認
を行い事故防止と社会的孤立感の解消を図る。

各地域で社会奉仕活動等を実施する高齢クラブに対し運営助成を行うことにより、高齢クラブ
の健全な育成を図るとともに、高齢者の社会参加活動や健康増進活動等を推進する。

市等主催の健康増進に繋がる取組やイベントへの参加等にポイントを付与し、還元する仕組
みを作ることにより外出機会を創出し、高齢者がいきいきと活動することで機能の低下を防
ぎ、健康寿命の延伸を目指す。

清水小学校の余裕教室を活用した複合施設を利用して、地域住民等との交流事業及び各種
講座等を実施する。

地域福祉活動を推進し、すべての人が安心して暮らせる豊かな福祉社会を実現するため、松
山市社会福祉協議会の運営に対して補助を行う。

社会福祉施設の経営効率化に努め、福祉の向上と増進に寄与する、松山市社会福祉事業団
の運営に対して補助を行う。

疾病の早期発見、健康意識の向上を図るため、健康診査を実施するとともに、健診結果を利
用した重症化の予防に取り組み、健康寿命の延伸を目指す。

中島地区で食品等を調達する「買物支援」に安否確認などの「見守り」や「外出支援」を組み合
わせた高齢者の生活支援対策を実施し、誰もが住み慣れた地域で安心して元気に暮らせる環
境を整備する。

心身、生活環境及び経済上の理由により、居宅で養護を受けることが困難な高齢者を養護老
人ホームに入所させ養護を行う。

企業等での就労が困難な障がい者に作業訓練を行っている心身障がい者共同作業所等に対
し、補助金を交付する。

在宅の障がい児（者）を介護している保護者や家族等が疾病等の理由により、一時的に家庭
における介護が出来ない場合に活動の場を提供する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

巡回入浴サービス事業 17,628 障がい福祉課

日常生活用具給付貸与事業 142,290 障がい福祉課

重度身体障がい者等緊急通報体制整備事業 579 障がい福祉課

スポーツ・レクリエーション教室開催等事業 （再掲） 1,832 障がい福祉課

重度障がい者タクシー利用料金助成事業 32,711 障がい福祉課

児童発達支援センターひまわり園運営事業 119,355 障がい福祉課

障害児等療育支援事業 16,006 障がい福祉課

身体障がい者等入浴料割引事業 3,484 障がい福祉課

移動支援等事業 62,000 障がい福祉課

身体障がい者航送料補助事業 919 障がい福祉課

障害者自立支援制度（福祉サービス）事務事業 50,951 障がい福祉課

障害福祉サービス事業 11,327,084 障がい福祉課

重度障がい児訪問看護利用助成事業 72 障がい福祉課

身体障がい者（児）が日常生活が円滑に行えるよう、障がいの種類・程度に応じた日常生活用
具の支給を行う。

障がい者スポーツをサポートする指導員を育成するほか、障がい者が健康増進のため地域で
広くスポーツに親しむことに加え、各種障がい者スポーツの大会等での活躍の場を提供するこ
とで、障がい者スポーツの充実と振興を図る。

タクシー利用料金の一部を助成することで、重度障がい者の移動交通手段の確保と付添介護
に伴う負担を軽減し、社会参加の促進と在宅福祉の増進を図る。

障がいのある未就学児に日常生活の基本的な動作の指導や集団生活への適応訓練等を行う
松山市児童発達支援センターひまわり園を運営する。

島しょ部の身体障がい者が自動車等を利用して乗船する際の費用を助成することにより、移
動にかかる負担を軽減し、社会参加の促進を図る。

単独で屋外での移動が困難な障がい者等に対し外出のための支援を行うことで、地域におけ
る自立生活や社会参加を促す。

身体障がい者等の入浴料助成制度を市内広域で利用できる公平な制度となるよう一部見直
し、椿の湯のほか一般公衆浴場を対象施設に加え入浴料割引事業を実施することで、障がい
者の健康保持と憩いの場を作り、障がい者福祉の増進を図る。

医療行為を常時必要とする重度の障害がある児童及び生徒が、在籍する学校で訪問看護を
利用した場合の経費を助成し、保護者の介護・看護負担の軽減を図る。

障害福祉サービスの利用にかかる訪問調査や認定審査会の開催、支給決定事務や事業者に
対する指定、監査等に関する事務を行う。

居宅介護や就労系サービス等の障害福祉サービス及び放課後等デイサービス、児童発達支
援等の障がい児通所サービスを提供する。また、10月から実施予定の「幼児教育・保育の無
償化」にも適切に対応する。

在宅の身体障がい者でサービス事業所への通所が困難な方に、巡回入浴車による入浴サー
ビスを行う。

重度の身体障がい者等に緊急通報装置を貸与し、緊急時に受信センター等が迅速かつ適切
な措置がとれる体制を整備する。

障がい児（者）に対する専門的な機能を有する施設に委託し、在宅障がい児（者）の地域での
生活を支えるため、訪問・外来相談・施設指導を行う。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

障がい者総合相談窓口事業 （再掲） 33,947 障がい福祉課

障がい者工賃レベルアップ支援事業 5,400 障がい福祉課

障がい者相談支援事業 68,000 障がい福祉課

保健予防課

（債務負担行為）

重度心身障害者医療助成事業 2,174,091 障がい福祉課

生活保護適正実施推進事業 22,585 生活福祉総務課

ホームレス自立支援事業 1,149 生活福祉総務課

松山市子ども健全育成事業 （再掲） 6,912 生活福祉総務課

医療・介護扶助適正化事業 20,835 生活福祉総務課

生活保護受給者就労支援事業 22,459 生活福祉総務課

生活困窮者自立支援事業 34,544 生活福祉総務課

生活保護支給事業 21,100,000 生活福祉総務課

ファミリー・サポート・センター運営等事業 （再掲） 11,741 子育て支援課

障がい者の雇用・就労支援策及び循環型社会への意識啓発の一環として、障がい者による古
着・廃食用油の回収を行い、障がい者の工賃のレベルアップを図る。

福祉総合窓口に様々な障がいの相談に応じる総合相談窓口を設置し、サービスの向上を図る
とともに、就労支援専門員を配置することで障がい者の就労促進を図る。

障がい者相談支援業務委託 Ｈ30～33年度

重度心身障がい者の医療費を助成することにより、重度心身障がい者の健康管理の向上に
寄与し、生活の安定と福祉の増進を図る。

事項 期間 限度額

市内南北2箇所に「地域相談支援センター」を設置し、全ての障がい種別に対応できる窓口体
制を構築し、利用者の利便性の向上を図る。

生活に困窮する全ての市民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、最低限度の
生活を保障するとともに、その自立を助長する。

子どもの送迎や預かり等のサービス利用料への助成等を行うことにより、子育てにやさしいま
ちづくりを推進する。また、10月から実施予定の「幼児教育・保育の無償化」にも適切に対応す
る。

204,000

生活困窮者の自立に向けた相談支援を行うほか、住居確保のための支援金給付を実施する
ことで、社会的経済的な自立と生活基盤の安定を図る。

レセプト点検や介護報酬点検等を行い、医療扶助及び介護扶助の適正化を図る。

生活保護受給者が希望する就労条件や企業の人材ニーズを把握したうえで、企業とのマッチ
ング等を行うことにより受給者の就労支援を促進する。

生活保護世帯など低所得者世帯の中学生に対し学習の場を提供することにより、希望する
高校への進学率の向上や将来の職業選択の拡充を図り、貧困の連鎖を防止する。

年金等受給支援員の活用により、保護世帯の自立を支援するほか、徴収嘱託員、口座振替
の活用により徴収金等の確実な徴収を図る。また、不正受給対策の強化を図り保護の適正実
施をさらに推進する。

市内のホームレス解消のため、市で民間の借家を借上げ、ホームレスへ一時的に無償で貸し
出すことにより、自らの意志で自立して生活できるよう支援する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

子育て応援券交付事業 （再掲） 127,393 子育て支援課

母子生活支援施設事業 32,829 子育て支援課

ひとり親家庭等自立支援事業 （再掲） 84,732 子育て支援課

子ども医療助成事業 （再掲） 1,289,905 子育て支援課

ひとり親家庭医療助成事業 662,702 子育て支援課

【拡充】 児童クラブ運営事業 （再掲） 986,509 子育て支援課

子育てひろば等支援事業 （再掲） 41,301 子育て支援課

児童館等管理運営事業 （再掲） 352,092 子育て支援課

（債務負担行為）

【拡充】 児童クラブ室施設整備事業 （再掲） 184,098 子育て支援課

【新規】 休日子どもカレッジ推進事業 （再掲） 3,860 子育て支援課

養育支援訪問事業 （再掲） 5,038 子ども総合相談
センター事務所

若年妊婦、未健診妊婦等のほか、育児ストレス、産後に強い不安感や孤立感を抱えるなど
様々な原因で養育支援が必要になっている家庭に対して、保健師、保育士等が訪問し、具体
的な養育に関する指導、助言等を行うことにより、育児不安の軽減、個々の家庭の抱える養育
上の諸問題の解決、軽減を図る。

愛媛県及び大学と連携し、大学の空きスペースを活用して、長期休暇中の昼間、保護者のい
ない留守家庭児童等に、学びや遊びの場を提供する。

ひとり親家庭等の自立促進を図るため、相談への対応や資格取得のための支援を行うことな
どにより、生活支援・就労支援を行う。また、児童扶養手当全部支給世帯の中学生に対し学習
の場を提供することにより、希望する高校への進学率の向上や将来の職業選択の拡充を図
り、貧困の連鎖を防止する。

中央児童センター・南部児童センター・北条児童センター・新玉児童館・味生児童館・久米児童
館・久枝児童館・畑寺児童館・ハーモニープラザの管理運営を行い、「あそび」を通して子どもと
その保護者が楽しく過ごす場を提供する。

事項 期間 限度額

松山市中央児童センター等
指定管理委託

総合コミュニティセンターこども館内のToiToiToi（トイトイトイ）など、乳幼児とその保護者が気
軽に集うことができる場所を開設し、子育て相談、情報提供、助言その他の援助を行う。

児童クラブの対象学年の拡大等により、増加する入会児童の生活環境を改善し、児童の健全
育成を図るため、椿・石井東・雄郡の児童クラブ室を増設し、新たに240人分の受入れを確保
する。

Ｈ30～35年度

小学校就学前までの医療費完全無料化に加え、市単独事業として中学校3年生までの入院費
の助成を実施することにより、疾病の早期発見と治療を促進し、安心して子育てができる環境
づくりを推進する。

ひとり親家庭の医療費を助成することにより、ひとり親家庭の生活の安定と福祉の増進を図
る。一定所得以下の世帯は市単独で助成を行う。

昼間、保護者のいない留守家庭児童に適切な遊びや生活の場を提供するため、児童クラブを
設置し、児童の健全育成を図る。
平成31年度からは、放課後児童支援員の事務負担の軽減を目的として、運営委員会が社会
保険の事務手続き等を社会保険労務士に事務委任した場合の費用を負担する。

1,634,600

第2子以降の子どもに紙おむつ購入にかかる支援を行うことで、安心して子どもを産み育てる
ことができる環境を整備する。

児童の福祉に欠ける母子家庭を母子生活支援施設に入所させ、母子家庭の生活の安定と向
上に必要な指導と助言を行う。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

地域子育て支援拠点事業（直営型） （再掲） 3,959

要保護児童対策事業 （再掲） 8,336

総合相談事業 （再掲） 22,813

施設型給付保育所事業 2,413,679 保育・幼稚園課

施設型給付幼稚園事業 738,869 保育・幼稚園課

延長保育事業 70,359 保育・幼稚園課

一時預かり事業 553,634 保育・幼稚園課

地域型保育給付事業 1,206,935 保育・幼稚園課

地域保育所施設運営補助事業 （再掲） 33,587 保育・幼稚園課

事業所内保育施設整備促進事業 （再掲） 4,893 保育・幼稚園課

商店街保育事業 （再掲） 45,573 保育・幼稚園課

（債務負担行為）

地域保育所（認可外保育施設）に通う児童の福祉の向上を図るため、地域保育所に対し施設
の運営にかかる費用の一部を補助する。また、市の定める基準を満たした施設に対し、補助を
加算する。

愛媛労働局の助成を受けて事業所内保育施設を運営する事業者を対象に補助を行う。また、
市の定める基準を満たした施設に対し、補助を加算する。

商店街の空き店舗を活用した保育室で、利用ニーズの高い3歳未満児の保育を実施するとと
もに、一時的に児童を預かる託児事業や子育て相談事業を併せて行うことで、商店街を利用
する子ども連れ世帯の利便性の向上を図る。また、10月から実施予定の「幼児教育・保育の無
償化」にも適切に対応する。

事項 期間 限度額

子ども総合相談
センター事務所

主に乳幼児をもつ親とその子どもが気軽に集い、うち解けた雰囲気の中で交流し、育児相談
等ができる環境を整備することで、子育て中の親の子育てへの負担感の緩和を図る。

子ども総合相談
センター事務所

要保護児童等への継続した支援、総合的な支援、予防的支援を実施するため、医療・保健・福
祉・学校などの関係機関で構成する要保護児童対策地域協議会の連携強化や体制整備を図
る。

子ども総合相談
センター事務所

子どもに関する総合相談窓口の「松山市子ども総合相談」で0歳から18歳までの子育て、虐
待、不登校、問題行動などのさまざまな相談に対し、迅速かつ的確な対応を行うとともに、支
援を必要とする子どもの情報の集約と漏れのないセーフティネットを張り巡らせるため、関係部
局・関係機関と情報共有を密にし、実行するコーディネートの役割を果たす。

子ども・子育て支援新制度に基づき、私立認可保育所に対し、運営等にかかる費用を給付す
る。また、10月から実施予定の「幼児教育・保育の無償化」にも適切に対応する。

子ども・子育て支援新制度に基づき、新制度に移行した私立幼稚園に対し、運営等にかかる
費用を給付する。また、10月から実施予定の「幼児教育・保育の無償化」にも適切に対応す
る。

保護者の就労形態の多様化等に対応するため、私立保育所・認定こども園・小規模保育事
業・事業所内保育事業が行う延長保育にかかる費用を負担する。

家庭で保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児を保育所・認定こども園等で一時的に
預かったり、主に新制度の私立幼稚園等での預かり保育を行う。また、10月から実施予定の
「幼児教育・保育の無償化」にも適切に対応する。

子ども・子育て支援新制度に基づき、「小規模保育」「事業所内保育」等の地域型保育事業を
実施する施設に対し、運営等にかかる費用を給付する。また、10月から実施予定の「幼児教
育・保育の無償化」にも適切に対応する。

商店街保育事業 Ｈ28～31年度 153,000



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

病児・病後児保育事業 116,294 保育・幼稚園課

施設型給付認定こども園事業 5,072,102 保育・幼稚園課

地域保育所保育料補助事業 98,159 保育・幼稚園課

幼稚園長時間預かり保育支援事業（再掲） 2,088 保育・幼稚園課

【拡充】 保育士等確保支援事業（再掲） 38,460 保育・幼稚園課

【拡充】 待機児童対策・保育の質向上事業（再掲） 198,935 保育・幼稚園課

地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター）（再掲） 106,870 保育・幼稚園課

【拡充】 保育園庭芝生化事業 6,176 保育・幼稚園課

公立保育所仮設園舎設置事業（待機児童特別対策）（再掲） 3,201 保育・幼稚園課

急患医療センター運営事業 （再掲） 207,062 医事薬事課

休日診療所運営補助金 （再掲） 18,914 医事薬事課

保護者が就労などで、病気中の子ども（小学6年生まで）を家庭で保育できない場合に、病児
保育実施施設で、一時的な預かり保育を行うほか、保育中に体調不良となった子どもの保育
所等から同施設までの送迎を行う。また、10月から実施予定の「幼児教育・保育の無償化」に
も適切に対応する。

子ども・子育て支援新制度に基づき、認定こども園（幼保連携型・保育所型・幼稚園型・地方裁
量型）に対し、運営等にかかる費用を給付する。また、10月から実施予定の「幼児教育・保育
の無償化」にも適切に対応する。

18歳未満の児童が3人以上いる世帯で、3人目以降の3歳未満児童が地域保育所を利用する
場合、市民税所得割額が56,000円未満である世帯については保育料を無料、56,000円以上で
ある世帯については半額とするために、施設に対する補助を実施する。また、10月から実施予
定の「幼児教育・保育の無償化」にも適切に対応する。

認可保育所等が開設する地域子育て支援センターで、地域の子育て家庭を対象に、育児に関
する相談に担当者が対応したり、親子が気軽に集い、情報交換や交流ができる場を提供す
る。

保育所の園庭を芝生化することにより、保護者・子ども・地域で協働する中で、園庭に芝生を
植え育て、子どもの豊かな感性の醸成を図る。
平成31年度は、新たに余土保育園で芝生化を実施する。

待機児童が比較的多い市内西部、南部地区で、公立保育所である味生保育園及びつばき保
育園の園庭に仮設園舎を継続設置し、児童の受入数の拡充を図る。

保育士確保のため、保育士養成校で資格を取得する際の費用を補助する。
平成31年度からは、新たに新任保育士への職場定着研修や保育士養成校の学生等への出
前講座を行うほか、清掃など保育の周辺業務を行う職員を雇用する保育所等に対して補助を
行う。

認定こども園への移行を希望し、通常の教育時間の前後や長期休業期間中などに長時間預
かり保育を実施する私立幼稚園に対し、運営費の支援を行う。

松山圏域（3市3町）の住民に対して夜間における一次救急医療を提供する。
・診療体制…内　科　月～土曜日  21～24時（1月1日を除く）
　　　　　　　  小児科  毎日　21～翌8時

日曜・祝日等の一次救急医療を確保するため、松山市医師会等が実施する休日診療所等の
運営経費に対し補助を行う。
・診療体制…日曜、祝日、1月1日～3日
　　　　　　　　 内科　9時～21時、　小児科　15時～21時

待機児童対策に加え、保育の質向上を目的とし、4月に1，2歳児を定員を超えて受け入れてい
る施設への助成、入所予約制の導入、加配保育士に対する助成、障がい児保育を担う保育士
への助成を実施し、保育サービスの充実を図る。
平成31年度からは、障がい児保育を担う保育士への助成を拡充する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

病院群輪番制病院運営事業補助金 （再掲） 63,380 医事薬事課

小児救急医療支援事業補助金 （再掲） 171,500 医事薬事課

離島診療連絡船維持管理事業（再掲） 12,707 医事薬事課

患者搬送車維持管理事業（再掲） 5,398 医事薬事課

小児救急医療確保事業 （再掲） 35,598 医事薬事課

（債務負担行為）

中島等地域医療確保事業 （再掲） 74,885 医事薬事課

（債務負担行為）

島しょ部航路運賃助成事業 （再掲） 7,736 医事薬事課

医療安全支援センター運営事業 4,428 医事薬事課

がん対策事業 （再掲） 236,369 健康づくり推進課

（債務負担行為）

松山圏域（3市3町）の二次救急医療体制を確保するため、実施病院に対し補助を行う。また、
救急搬送患者の受入体制を確保し救急医療体制を維持するため、救急搬送患者の受入実績
に応じた補助を行う。
・診療体制…14病院　365日・24時間
・診療科目…外科等

松山圏域（3市3町）の小児救急医療体制を確保するため、小児二次救急診療を実施する病院
に対し補助を行う。

島しょ部に居住する者が通院を目的に航路を利用した場合、また、島しょ部に居住する妊婦が
妊婦健康診査受診等を目的に航路を利用した場合等に、その経費の一部を補助することで、
島しょ部住民の負担軽減を図るとともに、島しょ部への定住促進を図る。

医療に関する苦情や相談等に対応する「相談窓口」を設置するとともに、医療安全に関する助
言指導や市民啓発を行うほか、関係機関との連絡調整等を行う「医療安全推進協議会」の開
催や講習会等の実施により医療従事者の資質向上を図る。

旧中島町地域で常駐医師がいない中島以外の5島の地域医療確保のため、離島診療連絡船
「しまどり」の運航・維持管理を行う。

救急車のない中島本島で365日24時間の患者搬送体制を確保するため、患者搬送車1台の運
行・維持管理を行う。

事項 期間 限度額

健診のしおり作成・封入封緘
業務委託

（平成31年契約分）
Ｈ31～34年度 1,200

小児救急医療体制の安定化を図るため、愛媛大学医学部の寄附講座、小児科研修医の実地
研修や救急医療の適正受診等の啓発を行う。また、急患医療センターへ出務可能な医師が高
齢化により年々減少していることから、小児科医を確保するため、市外の小児科医が市内の
小児科が不足する地域に開業する場合に補助を行う。

事項 期間 限度額

小児救急医療確保事業 Ｈ28～32年度 92,000

Ｈ29～33年度 296,000

中島地域の一次救急医療及び離島診療の安定的な継続を図るため、病院等引受先法人に対
して運営補助等を行う。また、興居島を含む6島診療所の施設の維持管理を行う。

事項 期間

本市の死亡原因第1位である「がん」の早期発見、早期治療を目的に、各種がん検診を実施す
る。また、子どものころから、健康な生活と疾病の予防についての理解を深めるため、中学2年
生の希望者に対し、ピロリ菌検査を実施する。

限度額

中島等地域医療確保事業



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

ドナー制度普及啓発事業 643 健康づくり推進課

食育推進事業 2,147 健康づくり推進課

歯科保健事業 （再掲） 42,842 健康づくり推進課

（債務負担行為）

妊婦・乳児健康診査事業　 407,983 健康づくり推進課

母子保健育児支援事業 （再掲） 4,187 健康づくり推進課

生涯健康づくり推進事業 （再掲） 6,329 健康づくり推進課

小児慢性特定疾病・育成・養育医療費等給付事業 185,460 健康づくり推進課

不妊治療費助成事業 130,737 健康づくり推進課

妊娠・出産支援事業 （再掲） 38,081 健康づくり推進課

高齢者健康づくり支援事業 【介護】（再掲） 5,030 健康づくり推進課

精神障がい者・難病患者等総合支援事業 2,792,453 保健予防課

小児慢性特定疾病・身体の障がい・未熟児等で医療の給付を必要とする児童等の健全な育
成のため、医療費の助成、日常生活用具の給付、自立支援事業等を実施する。

第3次松山市食育推進計画に基づき、食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進
する。

乳幼児期の歯科健診・歯みがき教室や、妊娠期、節目年齢等の歯周病検診・歯科保健指導等
を実施し、むし歯有病者率の低下及び歯周病の予防、生涯を通じた口腔の健康管理を推進す
る。

期間 限度額

骨髄等の移植の推進及びドナー登録者の増加を図るため、ドナーに対して助成を行うなど、制
度の普及啓発を行う。

特定不妊治療（体外受精・顕微授精）を受けた夫婦の経済的負担を軽減するため、その費用
の一部を助成する。また、その助成を受けた夫婦のうち、治療費がより高額となる「採卵から凍
結胚移植に至る治療」を行った夫婦に対し、5万円を限度に追加助成を行う。

出産や育児に対する不安を軽減し、安心して子育てができる環境を整えることを目的に、相
談・訪問指導等の切れ目ない支援を実施するとともに、「すくすく・サポート」では、保健師が全
妊婦と面談し、産前・産後サポート事業などを通じ、切れ目ない支援を行う。

妊婦一般健康診査費用の一部を公費負担することで、妊婦の経済的負担を軽減するなど安
心安全な出産を支援するとともに、乳児一般健康診査の実施により、乳児の健やかな発育を
支援する。

乳幼児の健康保持や保護者への育児支援のため、発達相談等を実施する。5歳児相談では、
発達や社会性の課題がある幼児とその保護者に、個別相談や助言、幼児の通園する保育園
等との情報共有を行い育児不安の軽減を図る。

節目歯周病検診通知書等
作成・封入封緘業務委託

（平成31年契約分）
Ｈ31～34年度 8,100

障害者総合支援法に基づき、障害福祉サービス費等に係る給付等の支援を行い、精神障が
い者等の生活の安定や社会参加の促進を図る。

事項

節目歯周病検診通知書等
作成・封入封緘業務委託

（平成28年契約分）
Ｈ28～31年度 9,400

高齢者を対象に、介護予防に関する地域活動支援や普及啓発を行い、介護予防に取り組む。

松山市健康増進計画「健康ぞなもし松山」に基づき、子どもから高齢者までライフステージに応
じた健康づくりや健康づくり組織の支援等を行うとともに、市民の健康や栄養等に関する相談
に対し必要な指導や助言等を行うなど、生涯を通じた健康づくりを支援する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

自殺対策等精神保健事業 9,229 保健予防課

精神障害者地域移行・地域定着支援事業 4,110 保健予防課

【拡充】 A類定期予防接種事業 1,041,236 保健予防課

（債務負担行為）

B類定期予防接種事業 337,740 保健予防課

（産業経済関係）

シルバー人材センター運営支援事業 141,100 地域経済課

予防接種法に規定されたB類疾病（高齢者インフルエンザ等）の発生及びまん延を予防するた
め、定期予防接種を実施し、市民の健康の保持及び増進を図る。

予防接種ワクチン
供給業務委託

精神科病院に入院している退院可能な精神障がい者に対し、退院のための訓練等を行うこと
により、社会的自立を支援し、地域生活への円滑な移行を図る。

予防接種法に規定されたA類疾病（麻しん風しん等）の発生及びまん延を予防するため、定期
予防接種を実施し、市民の健康の保持及び増進を図る。
平成31年度からは、39歳から46歳までの成人男性に対して、風しんの予防接種を実施する。

事項 期間 限度額

自殺が重大な社会問題となっている中、松山市自殺対策基本条例や松山市自殺対策基本計
画に基づき、自殺対策の充実に向けた各種施策を実施する。

市内在住の高年齢者の就業機会の拡大を図るため、松山市シルバー人材センターに対して
支援を行う。

Ｈ30～31年度 548,000



☆生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

【拡充】 防災計画策定事業 （再掲） 9,706 危機管理課

（債務負担行為）

避難対策推進事業 8,867 危機管理課

【拡充】 災害用物資資機材整備事業 29,090 危機管理課

対策本部運営事業 23,440 危機管理課

防災行政無線維持管理業務 27,648 危機管理課

訓練実施事業 （再掲） 1,991 危機管理課

啓発推進事業 （再掲） 917 危機管理課

東日本大震災被災者支援事業　 106 危機管理課

【新規】 総合防災情報システム構築事業 143,440 危機管理課

（債務負担行為）

事　　業　　概　　要

市民の生命、身体及び財産を災害などから保護し、安心安全なまちづくりの推進に取り組むた
め、水防計画などの既存計画についても適宜見直す。
平成31年度は、7月豪雨をはじめ全国各地で発生した水害や地震災害等の課題や教訓を踏ま
えた地域防災計画の改訂を完了させる。

事項 期間 限度額

地域防災計画改訂業務委託 Ｈ30～31年度 8,600

大規模災害発生時に、避難者に対して、食料や物資等を速やかに供給するため、市内の備蓄
倉庫等に、アルファ米や長期保存水、毛布等を分散配置する。また、発電機、リヤカー等の避
難所用資機材を、地域の主要な避難所となる高校等へ計画的に配備する.
平成31年度からは、市が備蓄する食料・飲料水を増加させるとともに、さらに分散備蓄を推進
するため、市立小中学校に新たに備蓄場所を確保して配置する。

災害時の“逃げ遅れゼロ”に向けて、市民の迅速かつ的確な避難行動を支援するため、防災
マップ・ハザードマップの作成・配布、避難所・避難誘導標識の設置・維持管理、標高表示板の
設置、標高マップシステムの公開を実施する。

東日本大震災により松山市へ避難されてきた方に対し、家電の貸与・支援金支給等の支援を
行う。

災害発生時に、災害対策（警戒）本部を設置し、気象情報の収集、避難情報の伝達、被害情
報の集約、災害対応の実施などを円滑に行うことにより、被害の軽減を図り、市民生活の早期
安定を目指す。

市民の防災意識の高揚と防災行動力の向上を図るため、松山市地域防災計画に基づき、防
災関係機関や民間協力団体及び自主防災組織など市民が一体となって、総合的かつ実践的
な防災訓練を実施する。

災害時の基幹的な広報手段である防災行政無線について、適正な維持管理を行い、緊急情
報等の迅速な伝達を可能とすることにより、市民の生命・身体及び財産を保護する。

市民の防災意識の高揚のため、小中学生から募集した防災ポスターの優秀作品を展示すると
ともに、市民、地域、行政が一体となって防災・減災を考える防災・復興支援イベントを実施す
る。また、家具転倒防止対策等について啓発活動を行うため、自主防災組織等を通じて、対策
に関する研修を実施し、地域での普及活動に取り組む。

近年、多発化・激甚化している自然災害に対し、迅速かつ正確な情報提供や災害対応が必要
であることから、効率的に情報収集・情報共有・情報発信を行うことができるシステムを構築
し、市民の安心・安全を確保する。

事項 期間 限度額

総合防災情報システム構築
業務委託

Ｈ31～32年度 21,600



☆生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

新規水源開発準備事業 （再掲） 1,103 水資源対策課

（文教消防関係）

防火対象物規制事務 2,093 消・予防課

【拡充】 消防水利整備事業 117,311 消・警防課

【新規】 ヘリポート整備事業 （再掲） 8,000 消・警防課

自主防災組織育成業務 （再掲） 1,838 消・地域防災課

地域ぐるみの防災支援事業 （再掲） 7,250 消・地域防災課

【拡充】 防災ひとづくり地域創生事業 （再掲） 4,443 消・地域防災課

松山のひととまちを守る！防災士養成事業 （再掲） 5,328 消・地域防災課

非常備消防用車両機械購入事業 72,375 消・地域防災課

消防団ポンプ蔵置所耐震化事業 139,157 消・地域防災課

幼稚園・小中学校ＡＥＤ設置事業　 7,460 保健体育課

（市民福祉関係）

松山市防犯協会防犯灯設置補助事業 33,000

更新計画に基づき消防団車両を整備するとともに、更新車両に救助資機材を搭載することで、
消防力の充実・強化を図る。

市民参画
　まちづくり課

建築確認の消防同意や防火対象物への立入検査、消防法令違反の是正指導で火災での被
害を軽減する。また、企業防災リーダーを養成することで、企業防災力を強化する。

災害時に機能する組織づくりを目指し、自主防災組織の育成強化を図る。

防災活動を牽引する防災リーダーを育成するため、愛媛大学や県と連携した防災士養成講座
により資格取得者の拡充を図り、官・学・民連携による総合的な地域防災力を強化する。ま
た、災害協定事業所等に防災士の配置を進め、協力体制の強化と防災体制の充実を図る。

自主防災組織に対し、災害対策基本法の改正で新たに位置づけられた「地区防災計画」の検
証及び計画に規定する防災訓練や資機材整備等の支援を行う。また、自主防災組織ネット
ワーク会議への運営補助を行う。

大規模災害に備えるため、消防団の活動拠点となる市内104箇所の消防団ポンプ蔵置所のう
ち、旧耐震基準に基づく施設の耐震化を進めることで、地域の消防防災力を強化する。

防災の知識と実践力を兼ね備えた人材を育成するため、学生防災士で構成する「防災リー
ダークラブ」と行政、地域が連携して、防災士のフォローアップ研修や小学生への防災教育、
地区防災計画の改定支援などを行う。
平成31年度からは、防災アンバサダーによる外国人研修を開催する。

新規水源開発に向けた検討・協議を行う。

島しょ部でのヘリコプターを活用した消防救急体制の充実を図るため、中島地区にある廃校の
グランドを有効活用し、ヘリポートを整備する。

安全・安心なまちづくりを進めるため、町内会・自治会等が管理する防犯灯の蛍光管取替経費
を助成するほか、新規設置や器具取替で器具のＬＥＤ化を進める。

幼稚園、小中学校にＡＥＤを設置し、園児・児童生徒・地域住民の安全を確保する。

災害時の消防隊の活動能力維持や地域住民の生活用水確保を目的として、耐震性を有する
貯水槽の整備を行う。
平成31年度は、堀江、荏原・坂本、湯山・日浦地区に消火専用型耐震性貯水槽を設置する。



☆生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

安全安心指導者学校派遣事業 795

多重債務相談事業 720 市民相談課

【新規】 公立保育所整備事業 420,500 保育・幼稚園課

災害用医薬品確保事業 1,050 医事薬事課

動物愛護推進事業 5,848 生活衛生課

感染症対策事業 5,642 保健予防課

（都市企業関係）

運転免許返納サポート事業 12,402 都市・

交通計画課

木造住宅耐震診断事業 （再掲） 12,471 建築指導課

木造住宅耐震改修等補助事業 （再掲） 193,917 建築指導課

特定建築物耐震改修等補助事業 454,634 建築指導課

【新規】 硬質塩化ビニル管等の更新・改良【上水】 1,918,235 公営企業局

重要施設への給水ルートの確保事業【上水】（再掲） 194,560 公営企業局

主要な配水池の耐震化事業 【上水】 145,000 公営企業局

動物の適正な飼育や市民の動物愛護への意識向上を図り、人と動物が地域で共生できる社
会を目指す。また、猫の不妊・去勢手術に対し、補助を行う。

地震等による被害を防ぐため、昭和56年5月31日以前に着工された木造住宅の耐震診断に対
して支援を行う。

高齢ドライバーの交通事故を防止するため、道後温泉別館飛鳥乃湯泉の招待券や公共交通
利用券の交付をはじめ、市有施設の割引等の実施により、運転免許証の自主返納を促進す
る。

感染症予防、拡大防止を図るため、啓発活動及び感染症発生時における疫学調査等を実施
する。

耐震診断の結果、耐震性が低く補強が必要と診断された住宅所有者に対して耐震改修等費
用の一部を補助する。

建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正する法律の施行により、耐震診断が義
務付けられた大規模建築物等の所有者に対して耐震改修等費用の一部を補助する。

老朽化が進む配水支管の更新について事業量の平準化と優先順位づけを行い、東日本大震
災で被害が大きかった硬質塩化ビニル管を耐震管に布設替えする。

市民参画
　まちづくり課

小中学生を対象に「インターネット安全教室」を実施するほか、警察と協力して「薬物乱用防止
教室」、「不審者対応教室」、「情報モラル教室」を実施し、青少年が犯罪やトラブルに巻き込ま
れることを防止する。

弁護士やファイナンシャルプランナーによる多重債務相談を実施し、多重債務者の生活再建を
サポートする。

大規模災害発生時に、迅速に医療救護活動を実施するため、救護所等で必要な医薬品を確
保する。

児童の安全確保のため、耐震化の必要な伊台・浮穴・平井保育園の建て替えを実施する。
平成31年度は、平井・浮穴保育園の設計委託及び造成工事、並びに、伊台保育園の仮設園
舎整備及び園舎新築工事を行う。

甚大な被害が想定される震災時に重要施設への給水は最優先であるため、第2期計画として
救護所24か所への給水ルートの耐震化工事を推進する。

水道管に被害が生じるような震災時にも、応急給水用の飲料水を溜めておける配水池の機能
を維持できるように、容量が3,000㎥以上の主要な配水池の耐震化工事を行う。



☆生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【新規】 市之井手浄水場更新に伴う用地買収【上水】 408,059 公営企業局

基幹管路の耐震化事業 【上水】 3,143,930 公営企業局

東中島地区配水管整備 【簡水】 48,910 公営企業局

工業用水道施設の耐震化 【工水】　 558,560 公営企業局

応急給水拠点の整備事業（応急給水栓の設置）【上水】（再掲） 86,879 公営企業局

（環境下水関係）

下水道総合地震対策事業（管渠・処理場・ポンプ場）【下水】 502,500 下水道サービス課

下水道施設課

浸水対策関連事業（山西地区整備計画）【下水】 312,866 河川水路課

浸水対策関連事業（和泉・古川地区）【下水】 118,677 河川水路課

浸水対策に向けた取り組み（北条地区）【下水】

136,800 下水道施設課

（債務負担行為）

4,807 河川水路課

浸水対策に向けた取り組み（その他地区）【下水】

3,000 下水道施設課

256,081 河川水路課

都市化の進展や局地的大雨等により、一部で浸水被害が発生している和泉・古川地区の効率
的な浸水対策を進めるため、雨水管渠等の整備を進める。

・雨水排水ポンプ場建設改良事業
　北条第１雨水排水ポンプ場の機械・電気設備改築工事及び耐震補強工事を行う。

事項 期間 限度額

北条第１雨水排水ポンプ場
機械設備改築事業

Ｈ30～31年度

・雨水排水ポンプ場建設改良事業
　堀江第1雨水排水ポンプ場の整備を行う。

・雨水管渠等整備事業
　雨水幹線工事、それに伴う汚水管及び配水管の移設工事等を行う。

92,000

北条第１雨水排水ポンプ場
電気設備改築事業

Ｈ30～31年度 107,000

・雨水管渠等整備事業
　北条第１雨水幹線工事に伴う汚水管及び配水管の移設工事を行う。

「松山市下水道総合地震対策計画」に基づき、既存施設の耐震化を進め、震災時の被害防止
及び軽減を図る。

平成27年及び28年の大雨により浸水被害の大きかった山西地区について、浸水対策を進める
ため、雨水管渠等の整備を進める。

老朽化した工業用水管の更新時期が迫っているため、外環状道路の整備に合わせて工業用
水管の耐震化工事を行う。

緊急時に効果的な給水活動が行えるよう、指定避難所となる市内給水区域内の小中学校を
対象に、計画的に応急給水栓を整備する。併せて直結給水方式による水飲み場も整備する。

浄水場を稼働させながら現在地での更新を進めて行く方針のもと、限られた敷地内で施設の
機能別に建設と解体を行うことから、近隣に配水池の移設用地約4,700㎡を確保する。

大規模地震などで基幹管路が破損した場合、長期間かつ広範囲の断水や二次災害の恐れが
あるため、国の耐震基準を満していない基幹管路の耐震化工事を本格的に行う。

東中島地区の管路は老朽化が進み、漏水等が発生していることから、主要な配水管を更新し
耐震化することで、管路事故のリスクの低減を図るとともに、病院や避難所等の重要施設まで
の給水ルートを確保する。



☆生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

下水排水路等整備事業 260,000 河川水路課

（債務負担行為）

準用河川改修事業 6,746 河川水路課

がけ崩れ防災対策事業 （再掲） 62,191 河川水路課

事項 期間 限度額

下水排水路等整備事業
（中島大浦）

Ｈ30～31年度 6,000

三反地川、光正寺川の河川管理道舗装工事を行う。

上伊台町ほか5箇所のがけ崩れ防災工事を行う。

下水排水路等整備事業
（吉藤5丁目）

Ｈ30～31年度 6,000

老朽化による排水不良や浸水被害等の防止のため、下水排水路等の改修工事を行う。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

都市イメージ向上事業 28,047

【拡充】 移住定住促進事業 （再掲） 38,626

まつやま　首都圏シティプロモーション事業 2,836 東京事務所

【拡充】 ことばのちからイベント事業 （再掲） 39,731 文化・ことば課

俳句ポスト事業 （再掲） 5,659 文化・ことば課

【新規】 文学賞運営事業 （再掲） 14,377 文化・ことば課 

（債務負担行為）

【拡充】 スポーティングシティまつやま推進事業 （再掲） 88,056

『坂の上の雲』を軸とした２１世紀のまちづくり事業 （再掲） 13,845

風早レトロタウン構想促進事業 （再掲） 6,461

三津浜地区活性化推進事業 （再掲） 19,379

期間 限度額

文学賞運営業務委託 Ｈ30～31年度 13,300

事　　業　　概　　要

松山の「地域イメージの向上」、ひいては「交流人口の増加」や「移住人口の増加」を図るため、
首都圏でのプロモーションを積極的に展開していく。

風早レトロタウン構想の実現に向け、資源活用、環境整備、情報発信、交流促進、協働推進の
5つのポイントに基づき、北条地域の活性化に取り組む。

スポーティング
シティ推進課

坂の上の雲
まちづくり担当

坂の上の雲
まちづくり担当

坂の上の雲
まちづくり担当

スポーツを切り口とした国内外との交流人口拡大を目指し、関係団体や民間事業者と一層連
携し、スポーツコンベンション誘致やプロスポーツ支援に取り組む。
平成31年度は、日米大学野球選手権大会等の国際大会や、2020年東京オリンピック・パラリン
ピックの事前キャンプの誘致を推進する。また、愛媛県や県内市町と連携し、愛・野球博を通じ
て、地域の活性化を図る。

シティプロモー
ション推進課

シティプロモー
ション推進課

「俳句甲子園」や「俳都松山ＰＲ事業」、「街はことばのミュージアム」など、ことばにコンセプトを
おいた事業展開を図り、「ことばを大切にするまち松山」を市内外に発信する。
平成31年度は、市制施行130周年記念事業として、温故知新をテーマに落語のちからで松山
を笑顔にする「（仮称）まつやま　落語まつり」を開催する。

全国の人々から「選ばれる都市」を実現するため、本市の魅力ある資源や特性を活かして、都
市イメージと認知度の向上に取り組む。

松山への定着と新しい人の流れをつくるため、移住相談体制や移住体験機会の充実を図る。
平成31年度は、大学生を中心としたプロジェクトチームを結成し、松山の魅力を発信する松山
アンバサダーを育成する。合わせて、若者が利用するアプリを制作し、若者同士の情報発信・
交換の機会を増やすことで、松山への愛着の醸成やＵターンを促進する。

坂の上の雲ミュージアムをまちづくりの中核施設として活用するとともに、地域資源を活かした
まちづくりに取り組む団体の支援、地域の宝の保存、活用、継承等を目的とした解説板・案内
標識設置等の支援、地域資源を巡るふるさとウォーク等の実施、パンフレット等による広報を
行うなど、『坂の上の雲』のまちづくりに取り組む。

三津浜地区活性化計画に基づき、港町として栄えた面影が今も息づく歴史や文化など三津浜
地区の魅力ある地域資源を活用し、賑わいの創出に取り組む。また、地区内の空き家や空き
店舗を活用する仕組みづくりに取り組み、持続可能なまちづくりを推進する。

「坊っちゃん文学賞」を、俳句と同じく短いことばでアイデアを表現する「ショートショート」の文学
賞に切り替え「ことばと文学のまち松山」を一層全国に発信する。

事項

俳句ポストに投句された俳句の選句と発表を行い、松山を訪れた観光客の満足度向上や市民
がより俳句文化に親しめるようにする。また「俳句ポスト３６５」俳句投稿サイトの運営業務を行
い、俳都松山のＰＲを図る。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

愛ランド里島構想推進事業 （再掲） 39,184

【拡充】 里島地域おこし推進事業 （再掲） 10,071

【拡充】 姫ケ浜荘整備事業 （再掲） 259,165

坂の上の雲ミュージアム施設管理運営事業 （再掲） 111,340

（債務負担行為）

坂の上の雲ミュージアム企画展示事業 （再掲） 25,423

（文教消防関係）

一草庵公開活用事業 1,707 文化財課

博物館施設管理運営事業 （再掲） 156,063 文化財課

（債務負担行為）

博物館企画展示事業 （再掲） 9,864 文化財課

（都市企業関係）

松山港利用促進事業 3,882 都市・

交通計画課

愛ランド里島構想の重点プロジェクトである定住の促進を進めるため、「ハイムインゼルごごし
ま」、「神浦定住促進施設」、「空き家バンク」の運営や島しょ部の暮らしを紹介する「体験ツ
アー」の実施に取り組むなど、島しょ部の活性化につなげる。

地域おこし協力隊が、島の魅力創出やプロモーション活動などに取り組み、地域振興の担い
手として交流人口の拡大や地域経済の活性化を図る。
平成31年度は、任期満了となる中島の隊員後任者に加え、新たに興居島で隊員を募集する。

期間 限度額

坂の上の雲ミュージアムの施設維持管理を行うほか、資料の調査・展示、啓発や定期講座な
どの各種活性化事業を行い、また、瀬戸内圏の博物館との一層の連携を図ることで、坂の上
の雲ミュージアムの魅力を広く発信し、来館者の増加につなげる。

愛ランド里島構想の推進など離島振興の施策に取り組むための拠点施設として重要な役割を
担っている姫ケ浜荘の老朽化が著しいため、新たに施設の整備を行う。

松山港国際定期貨物航路の維持及び拡充を目的に、松山港利用促進協議会が実施する新
規利用や利用拡大の促進事業に対し補助を行う。
また、荒天時等の入出港でコンテナ船が利用するタグボートの用船料の一部について、県と連
携して補助する。

坂の上の雲
まちづくり担当

坂の上の雲
まちづくり担当

坂の上の雲
ミュージアム

事務所

坂の上の雲
まちづくり担当

坂の上の雲ミュージアムで開催する企画展の計画策定・展示設計・展示制作などを実施する。

坂の上の雲
ミュージアム

事務所

坂の上の雲ミュージアム
指定管理委託

Ｈ26～31年度 388,800

事項

子規記念博物館指定管理委託 Ｈ26～31年度 639,000

期間 限度額

種田山頭火の終焉の地に建つ「一草庵」を年間120日程度公開するなど、俳句のまちに相応し
い文化的観光施設となるよう積極的な活用を図る。

子規記念博物館の管理運営に指定管理者制度を導入し、博物館の活性化と効果的な運営を
推進する。

正岡子規をはじめ周辺の人々や郷土松山に関する資料を体系的に展示する。特別企画展
は、子規の創作活動の題材であった四季の草花にスポットをあて、草花好きであった子規の
新たな素顔を紹介する「子規と草花」をテーマとした展示を開催する。また、館蔵資料による特
別展を2回開催する。

事項



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

公共交通利用促進環境整備事業 （再掲） 193,498 都市・

　　　　 交通計画課

【新規】 市駅前広場整備事業 （再掲） 40,168 都市・

交通計画課

安全歩行空間整備事業

55,107 道路建設課

12,000 道路建設課

19,500 道路建設課

16,500 道路建設課

72,181 道路建設課

105,032 道路建設課

2,055 道路建設課

72,032 道路建設課

45,032 道路建設課

96,000 道路建設課

33,000 道路建設課

街路・幹線道路整備事業 （再掲）

・松山外環状線

8,500 道路建設課

3,682 道路建設課

15,379 道路建設課

・その他の路線

16,351 道路建設課

111,123 道路建設課

水産基盤ストックマネジメント事業 142,200 空港港湾課

H31～39年度

・歩道整備

千舟町七丁目外 L=570m、W=12（20）m 1,142,000

事業箇所 規格 総事業費 事業期間（予定）

余戸北吉田線
東垣生町～
南吉田町

L=680m、W=40m
(市施工部W=20.5m)

3,653,000

インター東線
来住町～

北土居二丁目
L=1600m、W=60m

(市施工部W=22.5m)
8,182,000 H30～40年度

H21～33年度

L=200m、W=6（12）m 79,000

文京町 L=380m、W=15m 1,158,000

北条辻 L=1,316m、W=9.5m 1,360,000

来住余戸線
古川西三丁目～
市坪南三丁目

L=900m、W=60m
(市施工部W=23.5m)

離島航路の維持を図るため、安居島と中島航路の運営費の一部及び市民の生活交通の維持
を図るため、赤字バス路線の運行費の一部とノンステップバス車両に対して補助をする。

11路線について、電線類地中化、歩道整備を行う。

公共交通の利用促進や中心市街地の賑わい創出につながるコンパクトシティのシンボル広場
として、市駅前広場の整備を推進するため、周辺の交通状況調査や広場利用者の行動分析
などを行う。

L=430m、W=30m 809,000 H22～31年度

二番町線 二番町四丁目外 L=470m、W=12m

路線名 事業箇所 規格 総事業費 事業期間（予定）

596,000 H22～31年度

・電線類地中化

中之川通線
（第１工区）

竹原町～
竹原三丁目

L=215m、W=18m

事業箇所

L=120m、W=4（7.5）m

H25～33年度

H30～31年度

鮒屋町
護国神社前線

松山環状線西部 空港通二丁目外

北条辻下難波線

事業期間（予定）

三番町線 花園町外 L=240m、W=6（15）m

路線名 事業箇所 総事業費

千舟町空港線

中央循環線 平和通一丁目外

433,000 H31～36年度

事業期間（予定）

千舟町古川線 室町二丁目

H24～33年度

石井268号線 東石井三丁目 L=120m、W=4（7.5）m 82,000 H30～31年度

松山環状線南部 枝松五丁目外 L=390m、W=13（20）m 204,000 H30～32年度

宮前21号線 吉野町 68,000 H29～32年度

規格

松山外環状線の整備等を行う。

路線名

4,317,000 H15～34年度

L=1,410m、
W=19.5（38）m

603,000 H31～39年度

規格 総事業費

路線（工区）名

1,243,000 H24～36年度

本町宝塔寺線
（第１工区）

愛光町～辻町 L=210m、W=20m 1,095,000 H26～36年度

漁港施設の長寿命化を図るため機能診断を行い、機能保全計画の策定・更新を行う。また、
機能保全工事を行い、延命化を図る。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

神ノ浦漁港海岸高潮対策事業 120,301 空港港湾課

海岸堤防等老朽化対策事業 45,000 空港港湾課

堀江港港湾施設等長寿命化対策事業 64,831 空港港湾課

中心市街地活性化対策事業 2,649 都市デザイン課

（産業経済関係）

労働福祉団体貸付金事業 265,000 地域経済課

中小企業振興円卓会議運営事業 4,604 地域経済課

松山市商業振興対策事業 （再掲） 10,337 地域経済課

商店街等活性化事業 （再掲） 15,956 地域経済課

商店街賑幸事業 （再掲） 43,610 地域経済課

【拡充】 人手不足対策緊急支援事業 （再掲） 43,975 地域経済課

まつやま産業まつり事業 （再掲） 15,320 地域経済課

松山市まちなか子育て・市民交流事業 36,897 地域経済課

（債務負担行為）

地域特産品の展示・販売などを通して、各種産業を周知するため、城山公園で「えひめ・まつ
やま産業まつり」を愛媛県と共同開催する。

大街道商店街の空き店舗を活用したまちなか交流施設「まちなか子育て・市民交流センター」
（まちコミュスポットてくるん）を管理するとともに、各種情報発信やイベント等を実施する。

神ノ浦漁港海岸に離岸堤を新設し、既設護岸を改良する。
　　事業期間：平成25年度～平成34年度　　総事業費：1,350,000千円

勤労者のための関係各機関に資金を貸し付けることで、勤労者の福祉向上を図る。

中小企業振興円卓会議が実施する中小企業振興につながる取組に対して支援を行う。

市内の商業振興支援団体が連携し、商業者の育成や販売促進等の支援を行う。

事項 期間 限度額

松山市まちなか子育て・
市民交流事業

Ｈ28～31年度 108,400

平成26年度に策定した堀江港長寿命化計画に基づき、港湾施設等の補修・改修工事を計画
的に行う。
　　事業期間：平成27年度～平成31年度　　総事業費：225,300千円

中心市街地活性化基本計画に基づき、各種事業の進行管理や中心市街地活性化協議会に
対して必要な事業支援を行う。

商店街の活性化に取り組む団体の活動を支援することにより、空き店舗率の改善や商店街の
利用者増加を図り、市内商店街の賑わいを創出する。

中心市街地の賑わい創出や回遊性向上を図るため、花園町の歩道を活用したマルシェやロー
プウェー商店街での歩行者天国化に加え、花園町からロープウェー街にかけての一体的な集
客イベントを実施する。

中小企業の人手確保に加え、業務効率化や離職防止に向けた職場環境の改善、さらに外部
人材の活用を進めるなど、人手不足への対策を行う。
平成31年度からは新たに、市内中小企業のオフィス業務を自動化することで生産性向上を図
るＩＴツール導入への支援を行う。

海岸堤防等海岸保全施設の長寿命化を図るため機能診断を行い、老朽化対策を策定し、維
持管理・更新費用の平準化を計画的に行う。
　　事業期間：平成29年度～平成31年度　総事業費：99,200千円



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

商工会議所等支援事業 15,850 地域経済課

【拡充】 中小企業資金貸付事業 （再掲） 2,052,145 地域経済課

（債務負担行為）

人材育成等補助事業 （再掲） 8,553 地域経済課

産業立地セールス事業 （再掲） 54,005 地域経済課

テレワーク等推進事業 （再掲） 16,730 地域経済課

中小企業販路拡大事業 （再掲） 12,700 地域経済課

プロテイン・アイランド・松山開催事業 2,000 地域経済課

女性・若者・高齢者等就労支援事業 （再掲） 56,658 地域経済課

松山市民しごと創造ワンストップ支援事業 （再掲） 54,364 地域経済課

（債務負担行為）

平成30年度から、松山市中小企業資金融資制度を利用し
て一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資を行った
金融機関に対し、年1.0％を限度として利子補給する。

松山市災害対応資金融資
利子補給金

事項 期間 限度額

松山市消費税対策資金融資
利子補給金

平成31年度から、松山市中小企業資金融資制度を利用し
て一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資を行った
金融機関に対し、年1.0％を限度として利子補給する。

市内の中小企業等が社員等のスキルアップを目的として研修等を受講する際に、その費用に
対して補助を行う。

市内外企業に対する営業活動等を通して本市への立地促進を図る。

多様な就労ニーズに対応するため、在宅テレワーカーのスキルアップや就労支援を図るととも
に、ビッグデータを解析できる人材育成を行う。

松山圏域で連携し、中小企業等が県内外の複数の大手企業等に対して直接売り込む「逆」商
談会を地元で開催するなど、販路拡大を図る。

松山市をタンパク質研究およびバイオの国際拠点にするため、愛媛大学や愛媛県など関係団
体と共同で国際学術シンポジウムや一般向け体験セミナー等を開催する。

女性の労働参加や若者の職業能力開発・向上、高齢者の就労相談窓口を設置するなど、育
成・就職・再就職支援を実施する。

就労や創業、経営支援を行うなど、「しごと」に関する幅広いサービスをワンストップで提供する
「松山しごと創造センター」（未・来（ミラクル）Jobまつやま）の運営等を行う。

松山しごと創造センター
（未・来Jobまつやま）運営委託

Ｈ29～32年度 158,000

中小企業者等に対する創業や経営支援のため、低金利融資や保証料補助を行う。
平成31年度からは新たに、本市の融資制度を活用し、消費税増税に伴い売り上げが減少する
事業者に対して利子補給を行う。

事項 期間 限度額

創業者支援利子補給金
平成24年度から、日本政策金融公庫が取り扱う創業者向
けの融資制度を利用して市内で創業する事業者に対し、
年1.0％を限度として利子補給する。

松山市景気対策資金融資
利子補給金

平成27年度から、松山市中小企業資金融資制度を利用し
て一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資を行った
金融機関に対し、年1.0％を限度として利子補給する。

商工業振興を担う松山商工会議所、北条・中島商工会に対して補助を行う。

松山市創業資金融資
利子補給金

平成30年度から、松山市中小企業資金融資制度を利用し
て一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資を行った
金融機関に対し、年1.0％を限度として利子補給する。

松山市設備資金融資
利子補給金

平成30年7月豪雨により被害を受け、松山市中小企業資
金融資制度を利用して一定の要件を満たす中小企業に対
し、年1.5％を限度として利子補給する。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【新規】 松山市プレミアム付商品券事業 860,000 地域経済課

勤労者福祉サービスセンター共済事業 【勤労者】（再掲） 79,711 地域経済課

【拡充】 国際観光客誘致促進事業 （再掲） 111,811

（公財）松山観光コンベンション協会運営補助事業 181,584

松山を楽しもうキャンペーン事業 24,000

【拡充】 観光ＷＥＢプロモーション事業 （再掲） 11,957

ＨＡＩＫＵ（国際俳句）ブランディング事業 20,512

観光レンタサイクル事業 3,181

観光おもてなし対策事業 （再掲） 5,649

鹿島賑わい活性化事業 7,934

修学旅行誘致促進事業 5,761

広域観光連携事業　 4,081

平成31年10月の消費税率引き上げが低所得者・子育て世帯の消費に与える影響を緩和する
とともに、地域の消費を喚起・下支えすることを目的として、低所得者・子育て世代へのプレミ
アム付商品券の発行・販売等を行う。

観光・
国際交流課

鹿島の特性を活かしたイベントの開催や島の魅力を市内外に広く発信するなどして、来島者の
増加に繋げる。

観光・
国際交流課

修学旅行の新たな体験メニューを開発するとともに、広島地域と連携した学校および旅行会社
等に対する戦略的かつ積極的な誘致宣伝活動などを行う。

観光・
国際交流課

松山市、東温市、砥部町の三者がそれぞれの有する観光資源を連携させ、体験型の観光を提
供することで観光客の回遊を図り、観光客の増加及び滞在型観光を促進する。

観光・
国際交流課

観光客への「おもてなし度向上策」として、まつやま観光キッズの実施や、地元学生及び一般
市民を対象にした研修会等を開催し、受け入れ態勢の充実を図るほか、「食」の面での情報発
信を行うことで、国内外からの観光客への対応を強化する。

観光・
国際交流課

台北市との友好交流協定締結5周年にあたり更なる交流人口の拡大を目指すとともに、愛媛
県等と連携した誘致促進や新しく就航する台北便を含めた国際定期便の安定運航・路線維持
に取り組む。また、インバウンドの誘客促進や受入環境整備を進めるため、実態調査を実施し
た上で、戦略的な観光施策に取り組む。

観光・
国際交流課

松山市が有する文化的、社会的、経済的特性を活かし、国内外の観光客及び国内・国際コン
ベンションの誘致等を行うことにより、観光・物産振興を図る。

観光・
国際交流課

中心市街地の活性化を図るため、新聞社や放送局などの県内主要メディアが一体となり行政
と連携しながら、城山公園を中心に「松山を楽しもうキャンペーン」を開催する。

中小企業の勤労者が、豊かで充実した生活を送ることができるように福利厚生制度の管理・
運営を行う。

観光・
国際交流課

観光情報WEBサイト「四国松山　瀬戸内松山」の運営・更新等を行うとともに、アクセスデータ
などを解析してプロモーション等の効果を検証できる仕組みを構築する。さらに、スマートフォン
対応など多言語コンテンツの充実、SNSによる情報発信の充実を図り、松山市の認知度向上
及び誘客につなげていく。

観光・
国際交流課

「松山・俳句」の知名度・ブランディングを向上させるとともに、「俳句や文学を活用した」旅行商
品の開発により、国内外からさらなる誘客を図る。

観光・
国際交流課

市内の回遊性を高め観光振興を図る一環として、レンタサイクル事業を実施する。
（サイクルポート：ＪＲ松山駅前駐輪場・大街道駐輪場・松山城（ロープウェイ駅舎）・道後温泉
駅前）



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

観光交流事業 3,020

瀬戸内・松山観光ビジネス戦略事業 （再掲） 75,719

【拡充】 クルーズ船誘致・受入推進事業 （再掲） 26,953

（債務負担行為）

松山城管理事業 【松山城】 （再掲） 151,981

【拡充】 道後温泉活性化事業 （再掲） 231,286 道後温泉事務所

（債務負担行為）

源泉井戸及び分湯場施設等の改修事業 【道後】 11,311 道後温泉事務所

水田農業担い手支援事業 （再掲） 2,312 農林水産課

経営所得安定対策推進事業（再掲） 5,847 農林水産課

有害鳥獣捕獲緊急対策事業 （再掲） 60,399 農林水産課

新規就農者定着支援事業 （再掲） 76,374 農林水産課

道後温泉本館の保存修理工事による観光産業や地域経済に及ぼす影響を緩和するため、
アート事業の継続や道後温泉別館 飛鳥乃湯泉の魅力発信、本館保存修理工事の観光資源
化事業に取り組む。また、年々増加する訪日外国人旅行者に対応するため案内・誘導サイン
等の多言語化など受入環境の充実を図り、道後温泉地区の活性化を推進する。

事項 期間 限度額

道後温泉まちづくりアート事業 Ｈ30～32年度 110,000

道後温泉本館保存修理工事の
観光資源化（情報発信）事業

Ｈ30～32年度 150,000

観光・
国際交流課

松山港に寄港するクルーズ船を誘致するために、外国の船会社に対する商談会等に参加し、
松山市の魅力をPRするほか、寄港時に歓迎セレモニー等を実施する。

事項 期間 限度額

クルーズ船受入等業務委託 Ｈ30～31年度 22,000

観光・
国際交流課

重要文化財である松山城の維持管理を行うほか、夜間のライトアップイベントや松山城を舞台
にした回遊型のイベントを開催するなど松山城の魅力を充実させることで、集客を図るとともに
来場者の満足度の向上を図る。

観光・
国際交流課

本市とゆかりのある自治体等の主催事業への積極的な参加や、新たな共催事業による相互
ネットワークを構築し、当該地域からの観光客の誘致に取り組み、本市の観光交流人口の拡
大を図る。

観光・
国際交流課

広島地域と松山を結ぶ海上ルートを活用した瀬戸内・松山エリアへの誘客促進に向けたプロ
モーションを行う。また、近年急増している訪日外国人観光客の誘客を図るため、関係機関と
連携して取り組み、瀬戸内・松山エリアの海外での認知向上を図る。

経営が不安定な農業経営開始直後の青年新規就農者に対し、国の制度による所得確保のた
めの支援を実施することで、就農意欲の向上と農業への定着を図る。

源泉井戸及び分湯場施設等改修事業実施計画に基づいて、老朽化した源泉井戸及び分湯場
の改修工事等を実施する。

営農集団等の担い手に対し奨励金を交付し水田の集積を図るとともに、農機具導入支援を行
うことで、水田の効率的利用を促進する。

水田農業の振興を図るため、国の経営所得安定対策推進事業の事務を実施する地域農業再
生協議会に対し、補助を行うとともに、協議会が策定する水田フル活用ビジョンに基づき、水田
農業の維持増進に必要な機器等の導入、優良品種への転換等を実施する事業者に対し、県
事業を活用し補助を行う。

有害鳥獣被害に対し、捕獲報償の支出、電気柵等の設置や、箱わな等の整備に要する経費
の補助、モンキードッグの導入等に引き続き取り組む。また、愛媛大学と連携し、平成30年度
に被害防止計画を策定する集落で計画を実行に移すなど、集落主体での被害防止活動を推
進する。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

農地集積・集約化対策事業 （再掲） 13,588 農林水産課

農業後継者対策事業（再掲） 44,451 農林水産課

農業用廃プラスチック適正処理推進協議会補助金 1,214 農林水産課

【新規】 果樹流通施設整備事業 139,664 農林水産課

園芸新品種生産拡大支援事業 1,500 農林水産課

農業振興地域整備計画変更事業 8,103 農林水産課

（債務負担行為）

【拡充】 産地競争力強化事業 （再掲） 136,888 農林水産課

研究指導事業 4,074 農林水産課

市営市民農園管理事業 279 農林水産課

市有林保育・管理事業 3,352 農林水産課

タコ産卵増殖事業 832 農林水産課

栽培漁業推進事業 7,763 農林水産課

JA等による新規就農者の育成に向けた取組や、松山市青年農業者連絡協議会の活動などを
支援することで、新規就農者や地域の農業後継者が直面する様々な課題の解決に努め、本
市の農業の持続的な発展に必要な次世代の農業経営者を育成する。

限度額

農業振興地域整備計画
変更業務委託

Ｈ30～32年度 9,400

野菜・花き等の現地指導や講習会の開催、栽培試験を行うとともに、市内各地域の気候に合う
新品目の導入を推進するなど農家の所得向上に努める。

農作業体験を通じて、市民に自然や農業に対する理解を深めてもらうため、農業指導センター
の隣接地に市民農園を開設し、市民に貸し出す。（平成15年4月開園・93区画）

選果・荷造りの効率化・高度化による産地力強化と農家所得の向上を目的とし、えひめ中央農
協が堀江選果場で、高品質のブランド柑橘に対応するためのシステム更新や腐敗検出セン
サーの導入等を行う取組に対し、補助を行う。

農地中間管理機構の業務の一部を受託し、農業者等への周知を図るとともに、農地の集積・
集約化に協力した農地の貸し手に対し協力金を支給し、農地の集積・集約化を促進する。

使用済み農業生産資材のリサイクルを行っている「えひめ中央地区農業用廃プラスチック適正
処理推進協議会」及び「松山地区農業用廃プラスチック適正処理推進協議会」に対し、処理費
用の一部を補助することで、農村における環境の保全及び農家の負担軽減を図る。

いちごの新品種「紅い雫」等の育成に取り組む認定農業者、農協、生産集団等に対し、優良種
苗や機械・資材の導入を支援し、生産量や品質の向上を図る。

市有林を適正に保育するため、計画的に間伐や管理道の整備等を行う。

マダコの産卵増殖を助長するため、タコつぼを沿岸海域の適地に沈設する。　　

稚魚を放流し、漁業資源の増大と栽培漁業の推進を図る。
海面放流（キジハタ、カサゴ、メバル、アサリ等）　・  河川放流（アユ、アマゴ）

産地としての競争力強化を図るため、担い手育成、生産支援、販売促進等の様々なステージ
で、ハウスへの補助やブランド産品の販売促進等の切れ目ない支援を行う。
平成31年度からは、成長品目（アボカド・グニーユーカリ）の事業規模拡大支援や、産地として
の情報発信力向上のための取組み等を行う。

現状に合った農用地区域の指定と優良農地の保全・確保並びに無秩序な開発を防ぎ土地の
有効利用を図ることを目的におおむね10年を見通した農業振興地域整備計画を策定する。

事項 期間



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

市単独漁場造成事業 2,854 農林水産課

離島漁業再生支援交付金事業 23,465 農林水産課

一般土地改良事業 179,247 農林土木課

（債務負担行為）

農地整備換地事業（農地中間管理機構関連分）

11,051 農林土木課

林道整備事業 18,400 農林土木課

農林土木災害復旧事業 （再掲） 520,468 農林土木課

平成30年7月豪雨により被災した農道・ため池・農地等について、県補助又は市単独で復
旧工事を行う。

投石等により生産性の高い近接漁場を造成する。

集落協定に基づき、漁業再生活動を行う離島の漁業集落等に対し、交付金を支給する。 

農業用諸施設（農道・ため池等）の新設・改良等を、土地改良区等からの申請により実施し、
生産基盤の整備拡充を図る。

事項 期間 限度額

一般土地改良事業
（中　野　町）

Ｈ30～31年度 9,000

一般土地改良事業
Ｈ30～31年度 9,000

県が優良園地の創出を目的とし、市内で行う農地中間管理機構を通じた区画整理事業の
うち、換地作業や基準作成作業を実施する。

林道の開設及び改良等を、森林組合等からの申請により実施し、生産基盤の整備拡充を図
る。



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

【拡充】 文化振興事業 （再掲） 43,505 文化・ことば課

ふるさと館管理運営事業 38,103 文化・ことば課

（債務負担行為）

総合コミュニティセンター管理運営事業 659,502

（債務負担行為）

野外活動センター管理運営事業 216,961

（債務負担行為）

松山市スポーツ協会運営補助金交付事業 55,543

社会体育振興事業 （再掲） 28,933

スポーツセンター管理事業 136,574

（債務負担行為）

体育施設管理運営事業 92,286

（債務負担行為）

Ｈ30～35年度

河野別府公園市民グランド等
指定管理委託

Ｈ28～33年度 40,000

スポーティング
シティ推進課

体育施設を適切に維持管理し、充実したスポーツ施設として市民に提供する。

事項 期間 限度額

スポーティング
シティ推進課

スポーツの振興・普及を図るため、「愛媛マラソン」・「トライアスロン中島大会」等の大規模大会
のほか、各種スポーツ大会への支援に加え、スポーツ功労者への表彰等にも取り組む。

スポーティング
シティ推進課

スポーティング
シティ推進課

北条スポーツセンター及び
北条体育館指定管理委託

Ｈ30～35年度 526,000

市スポーツ協会への運営費補助を通じてスポーツ振興を図る。また、スポーツ少年団指導者
等の養成事業等を実施する。

北部地域のスポーツ活動拠点である北条スポーツセンターの管理運営を指定管理者に委託
し、利用促進及びサービスの維持・向上を図る。

148,400

期間

別府第一市民運動広場等
指定管理委託

Ｈ30～35年度 1,055,800

スポーティング
シティ推進課

野外活動を通して心身の健康増進を図り、市民に四季を通して憩える場を提供するため、管
理運営を指定管理者に委託し、利用促進及びサービスの維持・向上を図る。

事項 期間 限度額

限度額

事　　業　　概　　要

教育文化施設であるふるさと館の管理運営を指定管理者に委託し、利用促進及びサービスの
維持・向上を図る。

事項 期間 限度額

北条ふるさと館指定管理委託 Ｈ28～33年度 178,000

文化芸術の振興による魅力あふれるまちづくりのため、松山市文化芸術振興計画の将来ビ
ジョン「市民全員が“まつやま文化人”」を目指す。
平成31年度は、愛媛大学やNPOとの連携で設置した「松山ブンカ・ラボ」でワークショップや
アートプロジェクトなどを実施し、文化の振興と交流を図るほか、愛媛県とともに愛媛国際映画
祭を開催する。

スポーティング
シティ推進課

教育文化の振興や市民の健康増進、市民福祉の高揚を目的に設置された総合コミュニティセ
ンターの管理運営を指定管理者に委託し、利用促進及びサービスの維持・向上を図る。

事項 期間 限度額

事項

松山市総合コミュニティセンター
指定管理委託

Ｈ30～35年度 3,307,100

松山市野外活動センター
指定管理委託



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

中島Ｂ＆Ｇ海洋センター事業 37,642

中央公園管理運営事業 613,845

（債務負担行為）

中央公園改修整備事業 26,287

野外活動センター施設災害復旧事業 112,000

（文教消防関係）

私立幼稚園保育料補助事業 916,150 保育・幼稚園課

幼稚園庭芝生化事業 4,528 保育・幼稚園課

教育委員会議費 6,321 生涯学習政策課

学校・家庭・地域連携協力推進事業（放課後子ども教室運営事業）（再掲） 55,482 地域学習振興課

公民館笑顔あふれる絆づくり推進事業 （再掲） 30,651 地域学習振興課

公民館元気活力支援事業 （再掲） 59,920 地域学習振興課

中島総合文化センター管理事業 28,661 地域学習振興課

成人式典事業 6,395 地域学習振興課

スポーティング
シティ推進課

海洋性スポーツ・レクリエーションの総合施設として、自然とふれあう事業を通じて、青少年の
育成と地域住民の健康づくりを中心に生涯学習や生涯スポーツに取り組む。

中央公園の施設機能を維持し、スポーツの普及・振興を図るため、施設及び設備等の改修整
備を行う。

教育委員会の適切な運営を通じて地方教育行政の諸問題に対応する。

事項 期間 限度額

スポーティング
シティ推進課

スポーティング
シティ推進課

スポーツ活動の拠点である中央公園の管理運営を指定管理者に委託し、利用促進及びサー
ビスの維持・向上を図る。

中島地域の生涯学習を振興するとともに、島の文化を内外に発信する。

新成人に地域社会の一員としての自覚を促すため、地域の人の温もりの中で、地域の特性を
生かしながら、住民自らが主体となって成人式の運営を行う。

スポーティング
シティ推進課

平成30年7月豪雨により野外活動センター内の道路法面等で発生した大規模な土砂崩落に対
し、早期の本復旧を目指し、必要な工事を行う。

松山中央公園指定管理委託 Ｈ30～35年度 3,043,400

住民自らのアイデアと工夫により、地域にある素材や特性を活かした温もりのある絆をより一
層深める活動に対して支援を行う。

地域住民のニーズに即した講座や地域課題の解決につながる活動等を行うことにより、地域
に密着した円滑な公民館運営と生涯学習の推進を目指す。

保護者の経済的負担の軽減を図るため、家庭の状況に応じて、満3歳及び3～5歳児の世帯の
保育料等の減免を実施している私立幼稚園(新制度へ移行していない園のみ）に対して、就園
奨励費補助金を交付する。また、10月から実施予定の「幼児教育・保育の無償化」にも適切に
対応する。

幼稚園・家庭等の連携による園庭の芝生化により、園児や地域の親子がのびのびと遊べる環
境を整え、コミュニケーション能力の向上や幼稚園を拠点とした運動習慣の構築、子育て環境
の充実を図る。

放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用して子どもの安全・安心な活動拠点（居場所）
を設け、地域住民の参画を得ながら勉強やスポーツ・文化活動を行う。



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

奨学資金貸付事業 238,315 学校教育課

県内大学進学者  入学支度金 30万円   奨学金　月額 3万円

県外大学進学者  入学支度金 50万円   奨学金　月額 5万円

【拡充】 教職員事務事業 （再掲） 22,265 学校教育課

開かれた学校づくり事業（通学区域の弾力化） 5,812 学校教育課

（債務負担行為）

学習アシスタント活用支援事業 18,690 学校教育課

笑顔あふれる学校づくり推進事業（「ふるさと松山」創造プラン） 31,500 学校教育課

幼保小中連携推進事業 17,575 学校教育課

（債務負担行為）

教職員の任免権等の移譲に伴う準備事業　 69 学校教育課

まつやま小中学生文化体験学習事業 6,300 学校教育課

まつやま中学校文化部活動指導支援事業 1,365 学校教育課

教職員こころの相談事業　 3,149 学校教育課

小規模校等学校間交流等支援事業 555 学校教育課

期間

五明小学校及び立岩小学校
通学用バス運行業務委託

市内各中学校の文化部活動での教員の負担軽減と指導者不足を補うために、外部指導者を
活用することで、生徒の能力と可能性を最大限引き出す。

経済的事情により大学への修学困難な者に対し、学業継続の機会を確保するため、修学に必
要な資金を無利子で貸し付ける。

Ｈ29～32年度 12,300

現行の6・3制の枠内で小中学校の連携教育のあり方について研究を進め、幼稚園・保育所か
ら小学校1年生、小学校6年生から中学校1年生の接続期に見られる問題（いわゆる小1プロブ
レム、中1ギャップ）の解消や子どもの発達段階を考慮した連続的な学びを推進することによ
り、学力の向上やコミュニケーション能力の育成を目指す。

児童生徒の基礎基本の定着を図り、確かな学力を身に付けさせるため、教員免許所持者等に
よる学習アシスタントを活用する各学校を支援する。

子どもの豊かな感受性を育むとともに、将来への可能性を引き出すことを目指し、児童生徒に
優れた文化芸術に触れる機会を提供する。

子どもや地域の実態に即して、各学校等の創意工夫を生かした教育活動や教育委員会が最
優先の教育課題として設定したテーマへの取組を展開するため、幼稚園や小中学校へ支援を
行う。

児童生徒数が少ない小規模校等と他校の間で行う交流等の際に必要な移動経費の支援を行
い、子どもたちのコミュニケーション能力の向上を図る。

隣接校区選択制や全市域選択制などによる通学区域の弾力化を行い、校区制によって生じた
問題解決を図るとともに、特色ある学校づくりを推進する。

日浦小中学校及び興居島小学校
通学用バス運行業務委託

Ｈ29～32年度

教職員からの悩み相談を受け、適切な指導・支援を行うことで、勤務環境の適正化を図り、教
職員自身が健全な心身をもって、生き生きとした教育活動を行う。

市への教職員人事権移譲の実現に向け、県との連携や中核市間での調査研究をすすめる。

事項 限度額

事項 限度額

21,900

期間

市立小中学校に在籍する教職員の人事・給与（諸手当）等に関する事務を行う。また、国と県
の補助金を活用してスクール・サポート・スタッフを小学校に配置することで、教員の負担軽減
を図り、より児童への指導や教材研究等に注力できる体制を整備する。



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

台北市との小中学校友好交流事業 95 学校教育課

【拡充】 外国青年招致事業 （再掲） 179,399 学校教育課

障がい等のある子どもの「学校生活支援員」活用支援事業 148,383 学校教育課

学校図書館運営支援員事業 31,088 学校教育課

特別支援教育事業 24,253 学校教育課

いじめ対策総合推進事業（いのちを守る相談事業） 11,942 学校教育課

私立学校等教育振興補助金 9,623 学校教育課

教職員研修事業 1,737 教育研修

センター事務所

学校支援事業 1,459 教育研修

センター事務所

松山の教育研究開発事業 （再掲） 11,177 教育研修

センター事務所

教育の情報化推進事業 （再掲） 185,255 教育研修

センター事務所

小学校教育用コンピュータ整備事業 （再掲） 420,869 教育研修

センター事務所

中学校教育用コンピュータ整備事業 （再掲） 176,798 教育研修

センター事務所

学校事務処理の効率化や児童生徒の情報活用能力の育成のため、ＩＣＴ環境の整備・維持管
理や既存システムの管理、情報教育の実践・調査研究を行う。

ＩＣＴを活用してプログラミング的思考を育成することができるよう、小中学校の普通教室・パソ
コン教室等にタブレットパソコンを整備するとともに、教材ソフトを導入する。新学習指導要領の
全面実施に向けて、プログラミング教育の進め方を示した「スタートガイド」を改訂するととも
に、必要な教材の検討や教職員への研修の充実を図る。

発達障がいのある児童生徒を含む、特別な教育的支援を必要とする児童生徒への対応を充
実させるため、特別支援教育指導員の活用、教育相談の実施、特別支援学級の連合行事等
を行う。

児童生徒に生きた英語を提供するため、小中学校に外国語指導助手（ALT）を派遣する。小学
校の新たな学習指導要領で外国語活動及び外国語科の授業数が増加することから、平成30
年度の7名増員に引き続き、平成31年度も7名増員する。

障がい等のある子どもや日本語理解が困難な帰国子女や外国人児童生徒など、学校生活で
の支援が必要な児童生徒に対して、学校生活支援員を活用する各学校を支援する。

友好交流協定を締結した台北市と本市の友好関係の更なる発展や国際理解教育の推進を図
るため、互いの教育事情を理解しながら小中学校間でメッセージ等を用いた交流事業を行う。

確かな学力の基盤となる児童生徒の読書活動を推進するため、学校図書館運営支援員を置
き、魅力的で機能的な図書館づくりを支援する。

社会や学校のニーズに応じて教職生活全体を見通した研修体系を構築し、大学との協働で開
発する研修プログラムなどにより質の高い研修を実施する。

小中学校と協働した授業づくり等の研究や教材の開発、センター研究発表会などを通して、教
職員の授業力の向上を図り、児童生徒の確かな学力と豊かな心を育成する。「ふるさと松山
学」の教材を活用し、特色ある松山の教育を推進する。

私立中学校・高等学校等に対し、生徒が安定した学校生活を送れるよう、教育振興の助成を
行う。

社会問題となっている「いじめ問題」にさらに対応するため、いのちを守る相談活動や子どもか
ら広がるいじめゼロミーティングなど、子どもが安心して学校生活を送れるよう支援し、いじめ
の防止と根絶を目指す。

各小中学校への講師派遣などにより、各学校の実践的指導力の向上を図り、あわせて児童生
徒の科学、芸術文化に対する興味関心を高める。



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

小学校緑化推進事業 2,759 学習施設課

中学校緑化推進事業 402 学習施設課

小学校防犯カメラ設置事業 1,655 学習施設課

中学校防犯カメラ設置事業 503 学習施設課

幼稚園防犯カメラ設置事業 193 学習施設課

小学校施設長寿命化等計画策定事業 1,819 学習施設課

中学校施設長寿命化等計画策定事業 894 学習施設課

幼稚園施設長寿命化等計画策定事業 155 学習施設課

公民館施設長寿命化等計画策定事業 1,264 学習施設課

（債務負担行為）

文化財めぐり事業 （再掲） 3,741 文化財課

釣島灯台旧官舎管理運営事業 1,275 文化財課

県指定史跡庚申庵活用事業 9,275 文化財課

（債務負担行為）

埋蔵文化財センター管理・教育普及事業 （再掲） 189,520 文化財課

（債務負担行為）

市内遺跡発掘調査事業 27,824 文化財課

葉佐池古墳公園公開活用事業　 4,207 文化財課

期間

国・県・市指定文化財等の郷土に残存する文化遺産を訪ねることにより、市民の文化財に対す
る認識、愛護の精神を養い、文化財保護教育の普及促進を図る。

維持管理ボランティアによる体験学習会や周辺地域も含めたクルージング事業を実施するな
ど、貴重な近代化遺産である釣島灯台旧官舎を公開活用する。

松山市庚申庵史跡庭園
指定管理委託

5,600

2,800

Ｈ30～31年度 500

公民館施設長寿命化等計画
策定業務委託

Ｈ30～31年度 3,900

幼稚園施設長寿命化等計画
策定業務委託

埋蔵文化財の保存・保護のため、個人住宅などの開発に係る発掘調査費用の負担軽減を図
るとともに、市民への文化財保護の意識の周知・醸成を図る。

限度額

Ｈ30～31年度

Ｈ30～35年度 980,300

事項

小中学校、幼稚園での不審者侵入、器物損壊の発生を未然に防止し、子ども達の安全・安心
の確保を図るため、小中学校、幼稚園に防犯カメラを設置する。

小中学校、幼稚園及び公民館施設の中長期的な維持管理・更新等を行うため、施設の長寿命
化等に関する計画を策定する。

事項 期間

中学校施設長寿命化等計画
策定業務委託

Ｈ30～31年度

Ｈ30～35年度 45,900

文化財を専門とするＮＰＯ法人に、県指定史跡庚申庵の管理運営を委託し、施設の公開活用
を促進する。

限度額

松山市立埋蔵文化財センターの適正かつ効率的な施設管理運営を行うとともに、埋蔵文化財
や本市の歴史・文化に関する普及啓発を図る。

事項 期間 限度額

松山市立埋蔵文化財センター
指定管理委託

環境負荷の低減や、自然との共生に対応した環境教育を実現するため、校庭の芝生化によ
り、よりよい教育環境を整備する。

葉佐池古墳公園について、適切に維持管理するとともに、文化財の公開活用を図る。

小学校施設長寿命化等計画
策定業務委託



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

久米官衙遺跡群遺構保全事業 2,459 文化財課

学校体育振興事業 23,495 保健体育課

まつやま中学校運動部活動指導支援事業 6,662 保健体育課

部活動指導員配置事業 7,047 保健体育課

よりよい学校給食推進事業 679,623 保健体育課

（債務負担行為）

図書館資料購入事業 33,317

ブックスタート事業 2,663

問題行動等対策事業 12,381

不登校対策総合推進事業 58,439

ＰＴＡ活動推進事業 （再掲） 9,165

中央図書館
事務所

市民の生涯学習を支援する情報拠点としての機能を果たすため、新しい資料の購入や汚破損
資料の更新などを行い、社会情勢の変化に対応した資料の充実を図る。

中央図書館
事務所

教育支援
センター事務所

教育支援
センター事務所

Ｈ29～34年度 778,700

教員の負担軽減に向けた取組の一つとして、これまでの部活動外部指導者の派遣に加え、学
校の教育計画に基づき、校長の監督を受け、部活動の指導、大会・練習試合等の引率等を行
うことができ、また、部活動の顧問となりえる部活動指導員を希望する学校に配置する。

教育支援
センター事務所

「よりよい学校給食推進実施計画」に基づき、地産地消や食育の推進など重点施策を推進す
るとともに、給食業務の民間委託を行う。

事項 期間 限度額

松山南学校給食
共同調理場給食業務委託

Ｈ27～32年度 784,100

Ｈ28～33年度

市内各中学校の運動部活動での教員の負担軽減と指導者不足を補うために、外部指導者を
活用することで、生徒の能力と可能性を最大限引き出す。

児童生徒に練習成果発揮の場として、総合体育大会・新人大会など各種大会を開催するとと
もに、全国大会や四国大会に参加する学校の負担軽減のため、交通費相当額を補助する。

児童生徒の問題行動等について、生徒指導面等に経験豊富なチームを学校に派遣し、関係
機関等と連携しながら対応を進めるとともに、松山市自立支援教室を運営するなど、問題行動
傾向にある児童生徒の学校復帰・社会復帰を目指す。

PTA学級や親子ふれあい事業、親学の推進など、学びや体験活動を通して得たことを、各単
位PTAや家庭で実践することで家庭教育力の向上、青少年の健全育成を図る。

416,000

桑原学校給食
共同調理場給食業務委託

三津浜学校給食
共同調理場給食業務委託

北条学校給食
共同調理場給食業務委託

497,000

Ｈ26～31年度

松山市に生まれ育つすべての新生児とその保護者に絵本を手渡すことで、ふれあいや乳幼児
期の読み聞かせの大切さを伝える。

不登校児童生徒の状況に応じたきめ細かな支援を行うことを目的に、「子ども総合相談セン
ター」と連携し、来所・電話相談や学校への復帰を支援するための事業などを実施する。

336,500

久米学校給食
共同調理場給食業務委託

Ｈ26～31年度

Ｈ30～35年度 463,700

味生学校給食
共同調理場給食業務委託

Ｈ26～31年度 384,500

新玉学校給食
共同調理場給食業務委託

国史跡に指定された久米官衙遺跡群の適切な保存管理を行いながら、整備手法や活用方法
について検討を進める。



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

松山市青少年育成市民会議運営支援事業 3,000

青少年センター管理運営事業 67,219

（債務負担行為）

（市民福祉関係）

【拡充】 平和事業 4,959

松山市人権教育推進協議会事業 17,019 人権啓発課

企業における人権教育推進事業 707 人権啓発課

（産業経済関係）

【拡充】 Ｇ２０愛媛・松山労働雇用大臣会合開催支援事業 41,410 地域経済課

【拡充】 （公財）松山国際交流協会運営補助事業 79,609

【拡充】 国際交流推進事業 10,286

道後温泉本館保存修理寄附推進事業（再掲） 25,679 道後温泉事務所

【拡充】 道後温泉本館保存修理事業 【道後】 396,373 道後温泉事務所

（債務負担行為）

教育支援
センター事務所

道後温泉本館保存修理工事 Ｈ30～36年度 2,394,200

9月に本市で開催されるＧ２０愛媛・松山労働雇用大臣会合に向け、愛媛県と連携し、会合に
向けた機運を醸成するため、サイドイベントの実施や歓迎レセプション等の経費を負担する。

観光・
国際交流課

中学生の海外派遣や在住外国人の支援等、市民の国際交流の機会を創出し、地域の国際
化、多文化共生の推進に取り組む松山国際交流協会に対して運営費の補助を行う。
平成31年度は、平澤市との友好都市提携15周年を記念して、平澤市代表団の受入等を行う。

観光・
国際交流課

姉妹・友好都市を中心に国際交流を推進するとともに、国際性豊かな人材育成や国際交流の
機会を創出することで、松山市の国際化を図る。
平成31年度は、フライブルク市との姉妹都市提携30周年を記念して、松山市代表団がフライブ
ルク市を訪問する。

重要文化財 道後温泉本館の文化財的価値を維持し、次代に受け継ぐため、地域経済への影
響を考慮した工事方法で保存修理工事を円滑に実施する。

事項 期間 限度額

道後温泉本館の保存修理工事に要する経費について、市内外に広く寄附を募り、本市が誇る
重要文化財を未来に遺す機運の醸成を図る。

市民参画
　まちづくり課

松山市青少年センター
指定管理委託

教育支援
センター事務所

施設管理と青少年育成活動の一部を指定管理者に委託し、青少年センターの利用促進や各
青少年育成団体との連携を通じた活動を行う。

事項 期間 限度額

家庭や学校、市民団体、企業等が連携・協力し、社会全体で子どもを育むことを目的とした松
山市青少年育成市民会議の活動を支援する。

340,600

中小企業等の従業員などを対象に人権啓発講座を実施し、人権尊重意識の高揚を図る。

関係機関・団体・企業等と連携し、人権教育や啓発活動を推進する。

Ｈ30～35年度

市民の平和意識の高揚を図るため、平和資料展や平和の語り部派遣などを実施する。
平成31年度は、松山市指定文化財の指定を受けた南吉田町の掩体壕を保存活用するため、
実施設計を行う。



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

情報通信基盤運用整備事業 99,430 電子行政課

雨水利用促進事業　 5,999 水資源対策課

節水推進事業　 18,873 水資源対策課

地下水保全策検討事業　 202 水資源対策課

（文教消防関係）

学校給食食品廃棄物リサイクル事業 17,359 保健体育課

（市民福祉関係）

共同給水施設補助事業 61,605 生活衛生課

（都市企業関係）

都市再生協議会運営事業 （再掲） 34,134 都市・

交通計画課

公園整備安全安心対策事業 38,400 公園緑地課

空港周辺公園整備事業 5,000 公園緑地課

都市緑化推進事業 17,537 公園緑地課

生活道路整備事業 342,094 道路建設課

（債務負担行為）

Ｈ30～31年度 6,000
生活道路整備事業
（市道鹿峰苞木線）

節水意識の高揚を図るため、既存のトイレを節水型トイレに改修する際に助成金を交付すると
ともに、水の大切さを楽しみながら学べる体験・参加型のイベントなどを実施する。

雨水利用の促進を図るため、市民及び事業者が雨水貯留施設を設置する際に助成金を交付
するとともに、啓発活動を実施する。

学校給食から出される食品廃棄物を食品リサイクル堆肥工場へ搬入、堆肥化し循環型社会の
構築を図る。

都市公園について、老朽化した遊戯施設等の整備を行う。

（財）空港振興・環境整備支援機構の助成金を活用して、空港南第2公園の遊具更新等を行
う。

生け垣・庭木などの緑化奨励事業や地域の花壇やプランターでの花いっぱい運動、花づくりボ
ランティアの育成、あるいは緑化市民まつり・松山植木まつりの開催等市民との協働による花
と緑あふれるまちづくりを行う。

住民に身近な生活道路の整備を行う。

事項 期間 限度額

事　　業　　概　　要

北谷地区、湯山柳地区、青波地区の共同給水施設の整備補助を行う。

重信川流域の3市2町で、地下水保全に関する検討・協議を行う。

市内の情報通信格差を解消し、市域の均衡ある発展を図るために、島しょ部及び北条浅海・
立岩地区に整備した情報通信基盤の安定稼働を行うほか、市内の主要な観光施設や防災拠
点などで、観光客や市民に対して、公衆無線LAN（Wi-Fi）環境を提供する。

公・民・学が連携する、「松山アーバンデザインセンター」を所管して、まちづくりの調査研究や
計画立案、人材育成の活動を行う「都市再生協議会」の運営経費を負担する。



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】
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（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

舗装補修工事事業 186,010 道路管理課

橋梁補修工事事業 105,000 道路管理課

その他道路施設補修工事事業 67,250 道路管理課

松山マイロードふれあい制度 1,480 道路管理課

地籍調査事業 182,664 用地課

【拡充】 住宅セーフティネット推進事業 [〈わが家のリフォーム応援〉分] （再掲） 157,217 住宅課

空家対策推進事業 （再掲） 37,428 住宅課

景観形成推進事業 1,753 都市デザイン課

みんなで育む美しい街並みと賑わい創出事業 （再掲） 24,873 都市デザイン課

松山駅周辺整備事業 （再掲） 2,523,407

（債務負担行為）

【拡充】 開発行為等許可事務事業 19,048 建築指導課

松山駅周辺整備事業に伴う
建物移転補償業務

H31～H32年度 400,000

ＪＲ松山駅前広場
基本設計等業務委託

H31～H33年度 69,000

良好な景観によるまちづくりを推進するために、松山市景観計画に基づいた届出制度や、「ま
つやま景観賞」等を行うことにより、広く市民に対して景観啓発を図る。また、民間による景観
計画区域内の既存不適格広告物等の撤去支援を行い景観まちづくりを推進する。

中心市街地の賑わい再生のため、公共空間を活用した賑わいづくりやまちづくりの担い手育
成などの社会実験を行う。また、美しい街並みや賑わいの創出を目的とした、民間による施設
整備等に支援を行う。

松山駅
周辺整備課

地権者との移転補償協議を行い、宅地造成や道路工事などを実施するとともに、JR松山駅周
辺の環境整備に向けた計画の策定などを行う。

事項 期間 限度額

ＪＲ四国松山駅車両基地跡地
用地買収事業

H30～H32年度 1,400,000

老朽化した舗装について、計画的に補修を行う。

松山市道路橋梁長寿命化修繕計画に基づき、修繕・補修対策が必要な橋梁の補修工事を行
う。また、平成26年度に追加された緊急輸送道路に架橋されている橋梁の耐震化を図る。

老朽化や破損した路面排水施設及び路側等の舗装以外の道路を構成する施設について補修
を行う。

ボランティア団体による道路・緑地帯の清掃美化活動への支援及び道路照明灯スポンサーを
募り、市民と協働で快適で美しい道路環境づくりを行う。

都市部及び山間部において地籍調査（境界確認等）を行う。
調査対象面積 ：南吉田地区0.75 ｋ㎡、城山地区1.12ｋ㎡

平成28年度から行っているリフォーム補助事業を継続し、子育て世帯、三世代同居・近居、多
子世帯、高齢者及び移住者への支援を行う。
平成31年度からは、居住誘導区域への移住者に対する加算を行う。

空家対策の基本事項を定めた「松山市空家等対策計画」に基づき、特定空家等の判断及び危
険家屋等に対する指導・監督を行い、有効活用等の施策の展開を図る。
また、老朽化して倒壊等のおそれのある危険な空き家の除却を促進し、住環境の向上等を図
るため、補助金を交付する。

都市計画法に基づく開発行為等の許可事務等を行うとともに、法令違反の是正指導等を行
い、良好な宅地を確保し、適正な土地利用を図る。
平成31年度は、南海トラフ地震等の大規模地震時に滑動崩落の恐れのある大規模盛土造成
地の位置や規模等を調査するとともにマップを公表する。
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（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

狭あい道路拡幅整備事業 37,219 建築指導課

（環境下水関係）

【拡充】 環境総合計画推進事業 （再掲） 2,221

環境教育啓発推進事業 （再掲） 11,763

まつやまＲｅ・再来館管理運営事業　 24,536

地球温暖化対策事業 （再掲） 1,886

自然環境保全事業 399

環境美化推進事業 4,824

【拡充】 松山スマートシティ推進事業 （再掲） 90,865

浄化槽対策事業 177,670 環境指導課

大気悪臭環境保全事業 32,857 環境指導課

浄化槽設置整備事業 71,592 環境指導課

道路後退用地を拡幅整備し、安全で良好な生活環境の充実を図る。

微小粒子状物質(PM2.5）等、大気中の汚染物質の常時監視や、ばい煙発生施設への立入調
査を実施することで、大気環境の保全を図る。

下水道事業計画区域外及び下水道事業計画区域内で整備に時間を要する区域を対象に、合
併処理浄化槽の設置者（主に単独・くみ取りからの転換）に対して費用の一部を助成し、設置
を推進することで公共用水域の水質保全を図る。特に、水質汚濁の著しい河川流域の地区を
「水質改善優先整備地区」と位置付け、重点的に設置を推進する。

第2次松山市環境総合計画に位置づけられる事業の進捗管理を行い実行性を高める。特に、
ごみ減量について、市民や事業者に対し、食品ロスの削減を目的とする「３０１０運動」への協
力を呼びかけるなど、重点的に取り組む。
平成31年度は、松山市災害廃棄物処理計画に基づき、適正かつ迅速な災害廃棄物処理が行
えるよう、職員を対象とするワークショップを開催する。

合併処理浄化槽の維持管理および水質検査受検者に対して費用の一部を助成し、浄化槽の
適正な維持管理の推進による公共用水域の水質保全を図る。

「まつやまRe・再来館」で、粗大ごみからリサイクルした家具の常設展示販売や３R（リデュー
ス・リユース・リサイクル）、新エネ・省エネ等に関する講座やイベントを開催する。

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「温暖化対策実行計画」や「環境モデル都市ア
クションプラン」の進捗管理を行いながら、包括的に温室効果ガスの排出削減に取り組む。

平成27年9月に策定した「松山市北条地域生物多様性地域連携保全活動計画」に基づき、地
域住民やＮＰＯ等と連携を図りながら自然環境の保全に取り組む。

ごみのない美しいまちづくりを推進するため、市民大清掃の実施や事業所・市民グループによ
るプチ美化運動の拡大に努め、市内全域ポイ捨て禁止の啓発を図り、特に重点地区等の美化
啓発を強化していく。また、市内中心部のカラスによる糞害・ごみの防止対策を引き続き実施
する。

環境モデル
都市推進課

環境モデル
都市推進課

環境モデル
都市推進課

環境モデル
都市推進課

環境負荷を抑えたスマートシティの実現を目指し、太陽光発電や蓄電池システム等の設置者
に対する補助を行うとともに、ＥＶ急速充電器の維持管理や、中島でスマートコミュニティの実
証事業等を展開する。
平成31年度は、道後地区にソーラー充電スタンドを設置する。

環境モデル
都市推進課

市民の環境意識の向上を目指し、小中学校や、各種団体にエコリーダーを派遣するとともに、
「体験型環境バスツアー」「サマーエコキッズスクール」など、体験型の環境学習を行う。
また、都市環境学習センターで実施していた自然環境学習の各種体験型講座等を、まつやま
Ｒｅ・再来館等を活用して実施することで、自然環境保全を主体とした啓発を推進する。

環境モデル
都市推進課

環境モデル
都市推進課
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（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

家庭系ごみ減量・リサイクル事業 （再掲） 6,572 清掃課

不法投棄ごみ防止対策事業 1,107 清掃課

容器包装リサイクル事業 30,152 清掃課

資源化物持ち去り行為防止対策事業 16,952 清掃課

西クリーンセンター運営管理事業 893,676 清掃施設課

（債務負担行為）

横谷埋立センター運営管理事業 （再掲） 536,943 清掃施設課

中島リサイクルセンター運営管理事業 41,089 清掃施設課

松山衛生事務組合負担金 603,264 清掃施設課

事業系廃棄物適正処理事業　 4,742 廃棄物対策課

廃棄物適正処理事業 75,455 廃棄物対策課

産業廃棄物最終処分場支障等除去事業 92,931 廃棄物対策課

資源化物の持ち去り行為による市民の不安や苦情を解消し、適正なごみ処理を行うためパト
ロール等を行う。

西クリーンセンターの運転管理及び維持管理を公設民営のDBO方式により行う。

事項

資源化できない不燃物等を埋立処分し、埋立地から排出される浸出水を適正に処理した上で
放流することで地域の環境保全を図る。　また、水処理工程で発生する塩類を原料にしてエコ
次亜（消毒剤）を製造し、下水処理場で処理水の消毒に使用することで、塩類のリサイクルを
行う。

期間 限度額

西クリーンセンター整備・運営事業 Ｈ21～44年度

地域の廃棄物減量等推進員等と連携を図りながら、ごみ出しルールの守られていない地域へ
の指導を行うとともに、地域や小学校等でのごみ出しルール説明会の実施や生ごみ処理容器
等を購入する者に対して補助を行うことで、ごみの減量化やリサイクルの推進を図る。

排出事業者に対して廃棄物の分別指導や減量・リサイクルに関する啓発等を実施することに
より、廃棄物の適正処理を確保する。

廃棄物処理業者の指導・監督を行うとともに、パトロールの実施や監視カメラの設置等不法投
棄防止対策の強化に努めるなど、廃棄物の適正処理を確保する。また、PCB（ポリ塩化ビフェ
ニル）廃棄物を保管する事業所に周知・啓発を行い、法で定められた期限内での適正処理を
促進する。

中島地区から分別収集した廃棄物を選別、圧縮、梱包し搬出することで資源の有効利用を図
る。

家庭から排出される容器包装廃棄物のうち、ペットボトル及びその他プラスチック製容器包装、
ガラスびんの再商品化を図る。

不法投棄をさせないまちづくりを目指すため、不法投棄防止パトロール等を行うほか、地域住
民と連携して不法投棄ごみの撤去・収集及び不法投棄防止活動を実施する。

38,260,500

し尿及び浄化槽汚泥の処理を行うために2市1町で設立した松山衛生事務組合に対し、負担割
合に応じて負担金を拠出する。

民間最終処分場での産業廃棄物の不適正処理に関して、行政代執行により適切に処分場を
維持管理することで生活環境を保全し、市民の安全・安心を確保する。



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

公共下水道建設事業 【下水】（6,298,545千円） 下水道部
下水道サービス課

下水道整備課

下水道施設課

河川水路課

地元説明会等普及啓発事業【下水】（再掲） 4,156 下水道サービス課

中央・西部・北部・北条浄化センター運転管理事業【下水】（再掲） 1,887,765 下水道施設課

中央浄化センター消化ガス発電事業【下水】（再掲） 126,409 下水道施設課

管渠整備事業 【下水】 3,149,450 下水道整備課

（債務負担行為）

下水道施設長寿命化事業（管渠・処理場・ポンプ場） 【下水】 1,420,089 下水道サービス課

下水道施設課

（債務負担行為）

勝岡雨水排水ポンプ場
電気設備改築事業

H31～32年度 148,300

中央浄化センター汚泥脱水
機械設備更新事業

H31～32年度 451,700

中央浄化センター汚泥脱水
電気設備更新事業

H31～32年度 112,600

西部浄化センター沈砂池
機械設備改築事業

H31～32年度 160,500

西部浄化センター沈砂池
電気設備改築事業

北条浄化センター沈砂池施設
機械設備更新事業

H30～31年度 57,000

北条浄化センター沈砂池施設
電気設備更新事業

H30～31年度 42,000

H31～32年度 59,300

北条第1雨水排水ポンプ場
長寿命化改築設備事業

H31～32年度 76,400

国の「下水道長寿命化支援制度」に基づく長寿命化計画を策定し、計画的に管渠や施設の修
繕並びに改築に取り組むことにより、事故の未然防止やライフサイクルコストの縮小化を図る。

事項 期間 限度額

中央浄化センター3，4系送風機
機械設備更新事業

H30～31年度 260,000

中央浄化センター3，4系送風機
電気設備更新事業

H30～31年度 100,000

294,951

中央処理区管渠整備事業
（畑寺1丁目）

H30～31年度 7,000

西部処理区管渠整備事業
（北斎院町）

H30～31年度 7,000

北部処理区管渠整備事業
（堀江町）

H30～31年度 13,000

45,603

計 6,298,545 6,198,153

快適な生活環境の確保や公共用水域の水質保全等の観点から、計画的に下水道区域の
整備拡大を図り、下水道普及率の向上に努める。

事項 期間 限度額

下水道工事前の地元説明会や、下水道事業への関心を持っていただくための出前講座等を
開催することで、早期接続の理解と協力を求め、水洗化の促進を図る。

下水汚泥処理の過程で発生する「消化ガス」を利用した発電を行い、電力会社へ売電すること
で、収益の増加、資源の有効利用を図る。

各浄化センター等の維持管理を適正に行い、放流水質基準を遵守することにより、公共用水
域の水質の保全を図る。

上野

　整備区域面積見込
　　平成31年度見込　5,122ｈａ
　　平成30年度見込　5,072ｈａ

平成31年度 平成30年度

中央 2,346,147 3,311,193

西部 3,119,971 1,907,334

北部 488,279 639,072

北条 338,136

6,012



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

下水道施設のストックマネジメント事業 【下水】 79,330 下水道部
下水道サービス課

下水道施設課

（債務負担行為）

公共下水道接続推進事業 【下水】 6,194 下水道サービス課

雨水貯留浸透施設改造助成事業 【下水】 4,000 下水道サービス課

西部浄化センター建設事業 【下水】 207,008 下水道施設課

（債務負担行為）

（産業経済関係）

新たな水源かん養林事業 68,033 農林水産課

水源林総合整備事業 10,661 農林水産課

緑のダム整備促進事業 8,490 農林水産課

石手川ダム上流域（五明・日浦地区）で、放置されたスギ・ヒノキの間伐を行い、水源かん養及
び土砂災害防止等、公益的機能を高め、水資源の確保につながる健全な森林を造成する。

重信川・立岩川等の流域森林で、放置されたスギ・ヒノキの間伐を行い、水源かん養及び土砂
災害防止等、公益的機能を高め、地下水の確保につながる健全な森林を造成する。

施設管理の最適化を図るため、システムの構築を行う。

事項 期間 限度額

下水道台帳システム構築
業務委託

Ｈ29～31年度 60,000

ストックマネジメントシステム
構築業務委託

Ｈ30～31年度 30,000

西部浄化センター水処理施設
電気設備改築事業

Ｈ30～31年度 124,000

未接続家屋に対する接続勧奨及び無届け使用等の実態調査を行う。

公共下水道の接続で不要となった浄化槽を雨水貯留浸透施設へ改造する者に対して助成を
行う。

水処理施設1系1,2池機械・電気設備改築工事（高度処理化）を行う。

事項 期間 限度額

西部浄化センター水処理施設
機械設備改築事業

Ｈ30～31年度 209,000

石手川ダム集水域で、放置竹林を伐採し、その跡地に広葉樹等の植栽を行うことで、水源か
ん養機能等の公益的機能をより高度に発揮させ、健全な森林を造成する。



☆市民とつくる自立したまち【自治・行政】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

行政改革進行管理事務 760 人事課

職員研修事業 7,650 人事課

電子入札制度の実施事業 17,289 契約課

ふるさと納税推進事業 78,966 納税課

【拡充】 債権管理適正化事業 42,752 納税課

納税推進プログラム 41,583 納税課

（債務負担行為）

固定資産税ＧＩＳ（地理情報システム）再構築事業 12,816 資産税課

（債務負担行為）

公共施設再編成計画推進事業 2,514 管財課

人口減少対策プロジェクト推進事業 5,321 企画戦略課

連携中枢都市圏推進事業 406 企画戦略課

ふるさと納税を通じて、寄附者の方に松山の魅力を発信する取り組みを行うことで、本市の
PR、市内企業の振興や財源確保を図る。

現行の総合戦略に基づく施策を推進するとともに、これまでの成果を分析し、2020年度からの
次期総合戦略を策定する。また、民間主体の組織「まつやま人口減少対策推進会議」へ支援
を行うなど、オール松山体制で人口減少対策に取り組む。

松山市と近隣市町（伊予市・東温市・久万高原町・松前町・砥部町）で形成する連携中枢都市
圏の取組を推進し、圏域住民の暮らしと経済を守るとともに、圏域の持続的な発展と活性化を
図る。

国民健康保険料などの一部の滞納事案について、納税課による一体徴収により効果・効率的
な債権回収を推進するほか、徴収担当者を対象とした研修会を実施するなど、未収債権のよ
り確実な回収に取り組む。
平成31年度は、一体徴収をさらに推進するため、滞納整理に特化したシステムを構築する。

松山市の税への取組み姿勢を積極的にアピールし、既存事業も有機的に絡めながら徴収率
の向上を図る。

事項 期間 限度額

固定資産税ＧＩＳ（地理情報システ
ム）再構築事業

Ｈ30～31年度 11,100

固定資産税の課税に係る地番図や家屋図などの様々な地図データの閲覧や画地の計測等の
機能性を向上させた地理情報システムを再構築することにより、事務の迅速化・効率化を図る
とともに、より適正な評価・課税を推進する。

公共施設の老朽化等の問題に取り組むため、「公共施設等総合管理計画」及び「公共施設再
編成計画」を推進し、公共施設のマネジメントを図る。

事　　業　　概　　要

職場を離れて集中的に研修に専念することで、職務遂行に必要な基本知識や技術の習得に
加えて、職責、職階に応じた総合的な能力開発を行う。

平成27年度に策定した「松山市人材育成・行政経営改革方針」に基づき、ひと、仕事、組織の
改革を一体的に推進する。

公平性、透明性及び競争性を高めるため、入札事務の電子化を充実させる。また、愛媛県や
他市町と電子入札システムを共同利用し、官・民双方の事務の効率化等を図る。

事項 期間 限度額

市税催告センター業務委託
（平成28年契約分）

Ｈ28～31年度 60,000

市税催告センター業務委託
（平成31年契約分）

Ｈ31～34年度 62,000



☆市民とつくる自立したまち【自治・行政】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【新規】 市制施行１３０周年記念事業 17,574 企画戦略課

既存システム運用事務 1,122,589 電子行政課

（債務負担行為）

若者と取組む選挙啓発推進事業 1,099 選挙管理委員会

事務局

（市民福祉関係）

市民との対話事業 967

男女共同参画推進センター管理運営事業 92,724

（債務負担行為）

【拡充】 地域におけるまちづくり推進事業 （再掲） 68,749

地域協働活動応援事業　 56,793

市民活動推進事業 6,314

地域おこし活動促進事業 （再掲） 4,696 市民参画
まちづくり課

市民参画
まちづくり課

防犯・社会福祉活動等により地域コミュニティの活性化のを図る町内会連合会等に対し、財政
支援を行う。また、安心してコミュニティ活動に参加できるよう、活動中に発生した事故に対し
て補償する保険に市が加入し、環境整備を図る。

タウン
ミーティング課

市民との直接対話を通じて地域の魅力や課題を明らかにし、連携を深めるために、《タウン
ミーティング》を実施するほか、公募市民と市職員でまちづくりに関する調査研究を行う《笑顔
のまつやま わがまち工房》、市民が集まる場に市職員が出向いて市政の説明や意見交換を
行う《笑顔のまつやま まちかど講座》を実施する。

市民参画
まちづくり課

まちづくり協議会や準備会に対し様々な支援を行い、住民自治による地域課題の解決や魅力
の創出を進める。また、人材育成や市民啓発により、まちづくり協議会や準備会の拡充を図
り、地域住民が主体的にまちづくりを進めることができる環境づくりに努める。

市民参画
まちづくり課

市民からの寄付金と同額の市費を合わせ積み立てた市民活動推進基金を活用して、補助金
を交付することにより市民活動団体を支援するほか、市民活動の啓発や行政との協働を推進
するための施策を実施する。

市民参画
まちづくり課

ワーク・ライフ・バランス等をテーマに様々な講座を開催するほか、企業や市民グループ等へ
の講師派遣など各種事業を実施することで、社会のあらゆる分野で男女が共に参画すること
ができる環境づくりを目指す。

若年層を対象とした選挙啓発事業を積極的に推進することで、若年層のみならず子育て世代
への波及効果も図り、将来の投票率向上につなげる。

事項 期間 限度額

松山市男女共同参画推進
センター指定管理委託

Ｈ30～35年度 583,500

人口減少等の地域課題を抱える地区に「地域おこし協力隊」を派遣することで、新たな視点で
の地域活動を推進し、地域の活性化を図る。なお、現在活動している隊員の任期満了に伴
い、1名の隊員を新規採用する。

明治22年（1889年）12月15日に市制が施行され、130周年の節目を迎えたことから、「温故知
新」をコンセプトに記念事業を実施するとともに、市政の推進に御尽力いただいた方々の功績
を称える記念式典を開催し、新たなまちづくりにつなげる。

Ｈ30～35年度 184,200

データエントリー業務委託
（平成30年契約分）

Ｈ29～31年度

住民情報システム・福祉総合情報システム・税総合情報システム・庁内ＬＡＮシステム・都市情
報システム・財務会計システム等これまでに導入した各システムや、ネットワークなどの安定
稼働と維持管理を行う。

事項 期間 限度額

44,300

データエントリー業務委託
（平成31年契約分）

Ｈ30～32年度 42,900

電算システム
運用補助等業務委託



☆市民とつくる自立したまち【自治・行政】
市長公約掲載事業は（再掲）表示

（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

住民基本台帳事務事業 [マイナンバー制度分、コンビニ交付関連分] 91,376 市民課

市長へのわがまちメール 1,261 市民相談課

市民相談事業 9,641 市民相談課

コールセンター及び総合案内運営事業　 31,629 市民相談課

（債務負担行為）

「マイナンバーカード」の交付申請について、国の機関が直接受付する方式に加え、市の窓口
でも申請受付を行い、後日郵送で交付する方式を実施することで、多様な申請機会を確保し、
市民の利便性向上と「マイナンバーカード」の取得促進を図るほか、住民票の写し等のコンビ
ニ交付サービスの利用促進に取り組む。

事項 期間 限度額

暮らしの中での困り事や市政に関する相談、専門的な法律相談などに対して、市民相談員の
ほか、弁護士や司法書士、土地家屋調査士がアドバイスを行う。

市政への関心度をより高め、市民の声を市政に反映させるため、専用はがき・電子メール・
ファックスなどで寄せられる意見や提言などに回答を行うとともに、データ集約して市民ニーズ
の把握に努め、各施策に活用する。

総合案内を拡充したコールセンターを設置し、民間のノウハウを活用しながら、市民などから
の多様な問合せに迅速に回答し、十分な情報提供を行うことで、市民の利便性を高めるととも
に、行政事務の効率化を図る。

コールセンター及び
総合案内運営業務委託

Ｈ29～32年度 118,000


